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1 研究の背景と目的 
グローバル化によりモノや情報が自由に国境をこえ、世界規模で広がるようになった。
そして人の行動範囲も世界中に広がり、海外移住、海外就労が容易になった。一方、人・
モノの移動が世界規模で活発化するのに伴い、移民や所得格差の問題も世界各国に広がっ
ている。特に、低賃金で働く移民、所得格差の進行に伴う低所得者の増加が新たな住宅不
足の問題を引き起こしている国もあり、今後、日本を含めた多くの国々でその対策が必要
になると思われる。 
 そこで、移民や所得格差による住宅問題が最も顕在化している国の１つであるアメリカ
が近年、建設に力を入れているミックスト･インカム住宅に注目した注 1)。ミックスト･イン
カム住宅は集合住宅入居者の所得階層を混合し、市場価格住宅にアフォーダブル住戸を組
み込むことによってアフォーダブル住戸を増加させ、住宅のアフォーダビリティ問題注 2)の
緩和に貢献することが期待されている。 
 グローバリゼーションの影響により移民・所得格差の問題も世界中に広がり、今後、移
民・所得格差の問題はグローバリゼーション化が進む国々において住宅不足等、共通の住
宅問題を引き起こすことが考えられるが、根本的な解決策は今のところ確立されていない。
そのような状況下で、アメリカが住宅不足の対応策として取り組んでいるミックスト・イ
ンカム住宅は、全米で開発されており、アフォーダブル住戸供給手法として重要性が増し
ている。そのミックスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸供給手法としての可能性を
明らかにすることは、世界的に波及する住宅不足問題に対する対応策を模索していく上で、
１つの手がかりになると思われる。 
そこで本論文では以下を研究目的とする。 
（１）グローバリゼーションの影響下における民間営利開発業者によるアフォーダブル住
戸供給手法の可能性を模索するために、アメリカの調査対象都市・地域におけるミック
スト・インカム住宅の開発手法を明らかにする（３、４章）。 
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（２）アメリカにおけるアフォーダブル住戸供給手法の可能性を評価するために、ミック
スト・インカム住宅における立地の傾向、資産価値、居住環境を明らかにする（５章）。 
 
（３）アメリカにおけるアフォーダブル住戸供給手法の可能性を建築計画学的視点から評
価するために、インセンティブ（incentive：規制緩和）の影響を受けたミックスト・イ
ンカム住宅の建築計画上の特徴を明らかにする（６章）。 
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2 既往研究と本研究の位置づけ 
2-1 既往研究 
 グローバリゼーションに関する研究は近年、盛んに行われている。その中で、社会学者
サスキア・サッセンによる研究 1)2)は、移民、低賃金労働、インフォーマル経済と労働力の
女性化などを取り上げ、マイノリティの人々に焦点を合わせた分析からグローバル空間に
おける不平等などの課題を明らかにしている。 
アメリカ、イギリス、フランス、ドイツなど欧米主要国の低所得者向け住宅政策に関す
る研究 3)は日本でも盛んに行われ、欧米各国の住宅政策の特徴を明らかにしている。アメリ
カの住宅政策に関する研究では、住宅補助政策と住宅税制についての仕組みを経済学的側
面から明らかにしている研究 4)があり、本論文においては特に低中所得者向け住宅への政府
補助金や税額控除に関する部分が参考になる。 
海外におけるミックスト・インカム住宅の研究は比較的新しく、これに関する論文が近
年幾つか発表されている 5)～8)。その中でアメリカのミックスト・インカム住宅の成功事例
が分析され、事業が成功した要因、低中所得者と市場価格による入居者が同じ場所に住む
ことが低中所得者に与える社会交流や雇用等の社会的影響などが論じられている。また連
邦の HOPE Ⅵプログラムによる荒廃した公共住宅をミックスト・インカム住宅に再開発する
事例が取り上げられている 9)～11)。 
それらの成果を踏まえて本研究を行う。 
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2-2 本研究の位置づけ 
アメリカでは 1950 年代に白人富裕層の郊外化が進んだため、都心部はスラム化した。そ
の後、政府が強引なスラム除去による再開発を行い、公共住宅を建設したが、結局公共住
宅がスラム化するという現象が繰り返されたため、アメリカの公共住宅はスラムの温床と
してイメージが定着してしまい、資金不足に加え現在でも公共住宅の新規建設は難しくな
っている 12)。 
そのような状況下で、アメリカではアフォーダブル住宅不足に対処するために、家賃補
助政策であるセクション８とは別の住戸供給手法が近年、試行されている。これがミック
スト・インカム住宅である。ミックスト・インカム住宅は集合住宅の中で所得階層を混在
させ、民間の力を使いながらアフォーダブル住戸を増加させることができる。加えて開発
ごとに異なる所得層が混在するため、スラム化の要因となる特定の地域に低所得層が集中
することを避けることができる。低中所得者用のアフォーダブル住戸を市場価格住宅に組
み込むミックスト・インカム住宅はアメリカの住宅政策の新たな流れとして注目されてい
るが、近年まで詳細はあまり知られていなかった。そのため既往研究において住宅政策に
おけるミックスト・インカム住宅の歴史、類型化などの体系化がなされていないことが分
かった。そのため本論文では既往研究の内容を整理してミックスト・インカム住宅の歴史
を明らかにする。さらに既往研究から３つの事例を紹介し、その具体例を踏まえてミック
スト・インカム住宅の種類、開発手法の類型化、長所・短所の検討を行う。これらはこれ
まで重視されていなかったミックスト・インカム住宅研究の体系化に役立つ。 
ミックスト・インカム住宅に関する既往研究では HOPE Ⅵプログラムや市のアフォーダブ
ル住宅開発プログラムによる事例も多く取り上げられているが、これらの事例は連邦政府
や地方自治体の住宅政策に従って開発されるため、本論文において着目する民間営利開発
業者によるミックスト・インカム住宅の研究とは異なる。本論文における、民間営利開発
業者によって少しずつだが継続してアフォーダブル住戸を供給できる開発手法はアメリカ
だけにとどまらず、グローバリゼーション化が進む都市においても有用性が高いとする新
7 
たな着眼点は既往研究では見られない。そのため本論文はミックスト・インカム住宅研究
を建築学的領域だけでなく、グローバリゼーションなどに関連する社会学的領域まで拡げ
た、建築社会学研究として位置づけられると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8 
3 用語の定義 
（１）アフォーダビリティ（affordability） 
 入手しやすさ。指標としてはアフォーダビリティとは所得に占める家賃や光熱費など住
居費の割合が使われる。 
 
（２）アフォーダビリティ問題（affordability problem） 
アメリカでは 1980 年代になってアフォーダビリティの低下という新たな問題が発生した。
1988 年アメリカ議会予算局(Congressional Budget Office)の報告書のアフォーダビリティ
の定義によると、家賃や光熱費など住居費として所得の 30％以上を支出している世帯はア
フォーダビリティの問題があるとみなされる注3)。 
 
（３）アフォーダブル住宅（affordable housing） 
 一般的に低中所得者が収入の 30％を超えない適正な家賃負担で収入に応じた適正な家賃
負担で入居できる住宅を言う。アフォーダブル住宅の家主は一般的には政府の補助金を受
ける代わりに決められた期間、アフォーダブル住戸を提供しなければならない。 
 
（４）ミックスト・インカム住宅（mixed-income housing） 
ミックスト・インカム住宅は明確な形式や定義はないとされているが、一般的には異な
る所得層に対してアフォーダビリティをもつ住戸、典型的には市場価格による住戸と低所
得者が入居可能な市場価格以下の住戸によって構成されている住宅と言われている。 
 
（５）市場価格住宅（market rate housing） 
市場価格賃貸住宅とは所得及び家賃制限のない一般向け賃貸住宅を示す。アメリカでは
アフォーダブル住宅に対する用語として一般的に使用されているため本論文でも同様に使
用する。 
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（６）ロサンゼルス市コミュニティ再開発公社 
 1948 年ロサンゼルス市によって設立された公的機関であるロサンゼルス市コミュニティ
再開発公社（Community Redevelopment Agency of the City of Los Angeles：以下 CRA）
の使命は、雇用の創出と生活水準の向上のために戦略的な投資を行うことである。そして
CRA は地域の活性化のために再開発を行い、アフォーダブル住宅の供給に努めてきた。その
役割についてカリフォルニア州コミュニティ再開発法（California Community 
Redevelopment Law）の中で、市の低中所得世帯に安全で清潔なアフォーダブル住宅を供給
すること、そしてCRAの歳入の20%を低中所得向けアフォーダブル住宅の供給を維持、改善、
拡大させるために使用することが定められている。 
CRA はロサンゼルス市の 32 のコミュニティを再開発計画地域に指定し、それぞれの再開
発計画計画地域に対し再開発計画を作成している。 
 
（７）超低所得(very low-income)，低所得(low-income)，中所得(moderate-income) 
 CRA の基準では超低所得とは 31-50%の地域所得中位値（Area Median Income：以下 AMI）、
低所得とは51-80%の AMI、中所得とは81-120%の AMIと定められている注4)。CRAの基準では、
2007 年時点の 2人家族の場合、超低所得とは世帯の年収が$17,751 から$29,600、低所得と
は世帯の年収が$29,601 から$47,350 を指す注5)。 
 
（８）住戸密度（Housing Density） 
 住戸密度は単位敷地面積に対する住戸の数を表す。一般的には 1 エーカー（acre）当た
りの住戸数によって表わされる。ロサンゼルス市ゾーニング・コードにおいて住戸密度は
１住戸当たりの敷地面積を平方フィート（square feet, Sq.Ft., SF 等と記す）によって表
わされる。例えば R3 ゾーンにおける住戸密度は１住戸当たり 800 平方フィート以上と定め
られている。 
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出所：Building Healthy Communities 101, 「表ならびに図の出典」参照 
図 1 住戸密度 
 
 
（９）住戸タイプ (Unit Type) 
アメリカの住戸タイプは一般的に 1 ベッド室（1Bedroom）、2 ベッド室（2Bedroom）のよ
うに寝室の数で分類され、寝室が仕切られていない住戸はスタジオ（Studio）と呼ばれて
いる。本論文では住戸タイプとは寝室の数による区分とし、住戸平面が異なる場合も寝室
の数が同じであれば同一住戸タイプとした。 
 
（１０）界壁（Party Wall） 
 集合住宅の住戸と住戸の間を区切っている壁を指す。日本の建築基準法においてこの言葉
が使用されているため、同様に使用した。 
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4 研究方法 
研究方法は以下の通りである。 
（１）日本と欧米主要国において、移民流入を示す外国生まれまたは外国人人口と所得格
差を示すジニ係数を比較し、グローバリゼーションの影響下で移民と所得格差の問題が世
界共通化傾向にあり、日本と欧米主要国の住宅政策の歴史を比較することにより、各国の
移民や貧困の問題が住宅政策における世界共通の課題になりつつあることを明らかにする。
（１章） 
 
（２）アメリカがアフォーダブル住戸不足問題の対応策として力を入れているミックス
ト・インカム住宅に着目し、アメリカ住宅政策史におけるアメリカのミックスト・インカ
ム住宅の歴史を明らかにする。そして既往研究をもとに全米のミックスト・インカム住宅
を分析し、ミックスト・インカム住宅の種類、開発手法の類型化、長所・短所の検討を行
う。（２章） 
 
（３）アメリカ全土における主なミックスト・インカム住宅の予備調査から、アメリカの
中でも移民の割合が高く、深刻なアフォーダブル住宅不足問題を抱えているロサンゼルス
市を調査対象として選び、市の概況、市が抱える住宅問題とその施策を明らかにする。そ
してこれらをもとにロサンゼルス市における調査対象地域を選定し、調査対象地域内のミ
ックスト・インカム住宅の調査を行う。（３章） 
 
（４）現地調査及び関係機関から直接得た一次資料をもとにファンド(fund)注 6)、アフォー
ダブル住戸比率、所得制限、アフォーダブル住宅契約期限により事例を個別に分析するこ
とで、ミックスト・インカム住宅の開発手法を明らかにする。（４章） 
 
（５）ミックスト・インカム住宅の立地を調査し、その傾向を明らかにする。（５章） 
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（６）ミックスト・インカム住宅の建物評価額を調査し、市場価格住宅と比較することに
よりミックスト・インカム住宅の建物の資産価値を明らかにする。（５章） 
 
（７）ミックスト・インカム住宅の現地調査により住戸内部・共用部・付帯施設の調査、
マネージャーへのインタビューを行い、アフォーダブル住戸入居者の視点からミックス
ト・インカム住宅の居住環境を論ずる。（５章） 
 
（８）民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅開発を促進させるインセンティ
ブ（規制緩和）である、住戸密度（housing density）の割増の建築計画への影響に関し、
計画段階からアフォーダブル住戸を組み込むことが想定されている新築事例を対象に調
査・分析を行い、アフォーダブル住戸供給手法の可能性について考察する。（６章） 
 
なお本論文では特に断らない限り住宅は賃貸集合住宅とする。 
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序章 脚注 
表ならびに図の出典 
図 1 ： Building Healthy Communities 101, Density & Design 参 照 、 入 手 先
〈http://www.ci.la.ca.us/LAHD/curriculum/gettingfacts/design/density.html〉, (参
照 2009-10) 
 
注 
注 1) HUD：Mixed-Income Housing and the HOME Program 2003, p.4 
注 2) 本論文ｐ.8 用語の定義（２）を参照。 
注 3) Congressional Budget Office, Current Housing Problems and Possible Federal 
Responses, December 1988, p.8  
注 3) 市場価格住宅とは所得及び家賃制限のない一般向け住宅を示す。アメリカではアフォ
ーダブル住宅に対する用語として一般的に使用されており、本論文でも同様に使用した。 
注 4) CRA：CRA Housing Policy, August 4, 2005, pp.7-8 
注 5) CRA：2007 Occupancy Income Limits, Revised 2007.4.20 
注 6) ファンドはプロジェクトの開発資金を意味する。ファンドという用語は一般的に使用
されており、本論文ではカナ表記とした。 
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1-1 グローバリゼーションによる住宅問題の世界共通化 
政治・経済・文化的領域などにおけるグローバル化、いわゆるグローバリゼーションの
影響により、人・カネ・モノ・情報が自由に国境を超え、世界規模で広がるようになった。
社会学者サスキア・サッセンは、グローバリゼーションという現象が 1980 年代に高度先進
諸国で、1990 年代には世界の残りの大部分の国々で出現し始めたこと、そして高度先進諸
国の大都市におけるインフォーマル経済の成長、高所得層によるジェントリフィケーショ
ン（高級化）、ホームレスの急増などを例として挙げ、先進諸国の主要都市においてグロー
バリゼーションによる社会経済的あるいは空間的な不平等が急激に増大していることを指
摘している。 
そこでグローバリゼーションの影響下で「社会経済的あるいは空間的不平等」を形成す
る諸要因の内、住宅問題と密接な関係がある移民と所得格差に注目し、表 1-1、1-2 から日
本と欧米主要国の移民の増加率と所得格差の度合いをみる。 
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表 1-1 全人口における外国人の割合 
..
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イタリア、日本、ドイツは外国人人口、それ以外は外国生まれ人口となる。 
出所：OECD FACTBOOK 2010 
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表 1-2 等価可処分所得のジニ係数の国際比較 
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表 1-1 より日本と欧米主要国の全人口における外国人の割合をみると、すべての国々で
外国人の割合が増加していることがわかる。そして特にアメリカとイギリスで増加が著し
いことが読み取れる。ここでいう外国人とは外国で生まれた人、または外国国籍の人の両
方を含む。そのためここに含まれる外国人の子供、いわゆる 2 世は含まれない可能性もあ
るが、いずれにせよこの表が示す外国人の多くは移民であると考えられる。そのため表 1-1
は、1990 年代以降、多くの国々で移民が増加傾向にあることを示していると言える。 
 また表 1-2 からジニ係数を国際比較することにより所得格差の程度を明らかにした。ジ
ニ係数とは主に社会の所得分配の不平等さを測る指標である。表 1-2 において最も所得格
差の大きい国はアメリカであった。また幾つかの国では 2000 年以降、所得格差が緩和する
傾向が見られたが、所得格差が一貫して小さくなっているのはフランスのみで、その他の
国々ではドイツを除き 1984 年以降、所得格差が大きくなっている。日本は表中では中位に
あるが、1984 年以降、所得格差が広がる傾向が見られた。 
 このように移民と所得格差の国際比較によって日本と欧米主要国のほとんどで移民の増
加と所得格差が進行しているのが分かる。移民の増加と所得格差の進行は、都市人口の増
加による住宅不足、低所得者向け住宅政策に対する財政支出の増加、ホームレスの急増な
どに伴う居住環境の悪化等の住宅問題をすでに欧米主要国で引き起こしているが、今後、
それらの住宅問題が世界共通の課題として顕在化していくことが予測できる。そこで次節
で日本と欧米主要国の住宅政策の歴史を概観し、それらの国々での住宅政策の動向を探る。 
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1-2 日本と欧米主要国の住宅政策の歴史 
以下において既往研究を参照し、日本と欧米主要国からアメリカ、イギリス、フランス、
ドイツを選び、それら 5 カ国の住宅政策の歴史を概観する。そして日本と欧米主要国の低
所得者向け住宅政策の特徴を比較する。 
 
（1）日本 4)5)  
戦間期（1914～1945 年） 
1918 年 大阪市、東京市で市営住宅建設、東京市では市営住宅設計方針を 1918 年 7 月に東
京市会で可決した。 
1922 年 住宅組合法が公布され、持家を建設したいとする 7 人以上のメンバーからなる組
合に建設資金を低利融資する。1921-34 年の間に住宅組合に 7400 万円融資され、
約 3 万 5 千戸の住戸が建設された。 
1924 年 財団法人同潤会が設立。設立当初は被災者向け木造住宅建設を行ったが、復興後
の 1925 年からは時代の先端をいくモデル集合住宅として RC 造アパートメント
を建設。 
1925 年 当時北海道帝国大学教授であった森本厚吉が私財を投じて設立した文化普及会に
よって日本で最初の RC 造共同住宅である、御茶ノ水文化アパートが建設された。 
1941 年 低所得者向け住宅は政府が直接、供給すべきという考え方のもと、内務省社会局
が都市の労働者住宅供給を進めるため住宅営団を設立し、6 年間で 30 万戸の住宅
を計画。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□戦災復興 
1945 年 戦災復興院設置。 
1946 年 住宅営団閉鎖。 
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1948 年 建設省設置、戦災復興院を改組。 
□制度創設期 
1950 年 住宅金融公庫法、住宅を建設・購入するものに長期・低利の資金を融資した。 
1951 年 公営住宅法、地方公共団体による公営住宅建設が始まる。 
1955 年 日本住宅公団法、都市人口の増大に対して政府機関による住宅供給が必要である
として 1955 年に日本住宅公団が設立。住宅供給体制の 3本柱が確立。 
□公共住宅の大量供給 
1966 年 住宅建設計画法が制定、国・地方公共団体だけでなく、民間住宅建設を含む総合
的な住宅建設 5 カ年計画が閣議決定された。 
□量から質へ 
1973 年 全ての都道府県で住宅総数が総世帯数を上回り、「1 世帯 1 住宅」が達成、戦後
20 年間の住宅不足が解消された。 
□居住ニーズの多様化 
1981 年 第 4 期住宅建設 5 カ年計画、住環境水準を設定した。 
1986 年 第 5 期住宅建設 5 カ年計画、平均居住水準の達成、誘導居住水準を設定した。 
□住宅政策体系の再編 
1990 年代後半 市場を活用した住宅政策の展開、多くの制度の見直しが行われた。 
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（2）アメリカ 6) 
第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
1867 年 テネメント住宅法、アメリカにおける最初の住宅建築規制（ニューヨーク）。 
1901 年 テネメント住宅法、1867 年のテネメント住宅法より規制水準を高めた。 
 
戦間期（1914～1945 年） 
□連邦政府の最初の介入 
1917 年 緊急商船公社設立、連邦政府による住宅供給への最初の介入。 
□持家政策の確立 
1934 年 全国住宅法、連邦住宅庁による住宅モーゲージへの公的保証の供給。持家政策の
本格化。 
□公共住宅の「残余化」 
1937 年 住宅法、公共住宅の恒久的制度の確立。連邦補助を使用した公共住宅庁による公
共住宅の供給。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□大都市における深刻な貧困問題への取り組み 
1964 年 本格的な貧困問題への取り組みが開始、貧困問題・住宅問題・インナーシティ問
題への連邦政府の取り組み強化が宣言される。 
1964 年 経済機会法、コミュニティ・アクション事業による都市貧困地区の改善施策を開
始。連邦政府がコミュニティ・アクション機関に対して直接的に支援。“最大限
の可能な参加”による住民の直接参加。 
□新連邦主義への政策転換 
1974 年 住宅・コミュニティ開発法、多様な補助住宅をセクション８の家賃補助に統合。
多様なコミュニティ開発をコミュニティ開発包括補助に統合。連邦補助はカテゴ
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リー・グラントからブロック・グラントに転換。地方主導の「新連邦主義」が具
体化。 
□新自由主義の強化 
1987 年 バウチャーの恒久化、補助住宅の繰り上げ償還問題への対応を試行。 
1990 年 HOME 投資パートナーシップによるブロック・グラント、民間非営利組織への
支援が本格化。HOPE プログラムによる公共住宅の売却施策。連邦補助を申請す
る州・地方政府は包括的住宅アフォーダビリティ戦略の策定が義務化。 
1993 年 歳入調整法、タックス・クレジットの恒久化。 
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（3）イギリス 6) 
戦間期（1914～1945 年） 
1915 年 家賃制限法、1919 年住宅法を契機に住宅問題に政府が介入し始めた。それ以前の
政府の住宅市場への介入はスラム・クリアランスを中心としたものに限られてい
たが、第一次世界大戦による住宅建設の停滞と軍需工場への労働力の移動が家賃
の上昇を招いたことにより、住宅問題が政府によって扱われるようになった。 
1915 年 家賃・抵当利子制限法により民間借家の家賃を第一次大戦開始時点のレベルに凍   
結。 
1919 年 住宅・都市計画法により大量の公営住宅建設を開始した。 
□持家の増大 
1930 年代 一般の住宅需要を民間市場に委ね、公的な介入を低所得階層へ残余的に行う保
守党による住宅政策が顕在化した。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□公営住宅の「大衆化」 
1946 年 住宅法により公営住宅の大量建設、それに伴い住宅水準が向上した。 
1947 年 都市・農村計画法、両大戦間期に問題となった大都市郊外における市街地のスプ
ロールを抑制するために制定された。あらゆる種類の土地開発をコントロールす
る権限が地方自治体に付与され、ディベロップメント・プランの策定が義務づけ
られ、郊外開発抑制のためにグリーンベルトが拡大された。その結果、持家建設
のための土地の供給は制限され、地価が次第に上昇した。 
1951 年 民間セクターの住宅建設が増加、1964 年にピークを迎えた。 
□スラム・クリアランス 
1954 年 公共セクターの住宅建設が減少、同時にスラム・クリアランスによる取り壊し、
封鎖が開始された。 
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1956 年 住宅法、大蔵省補助金をスラム・クリアランスと高齢者住宅に限定。 
□持家の普及、公営住宅の「残余化」 
1970 年～1974 年 保守党が政権を握り、住宅の公営化に対する懸念からそれに対処する施
策を行った。 
1972 年 住宅法、公営住宅の家賃レベルを民間賃貸に適用されている公正家賃まで引き上
げた。 
1974 年 住宅法、インナーシティの居住環境の問題が深刻化。地方自治体は住宅改良地区
の土地取得と改良についての権限を付与されたハウジング・アソシエーションと
提携 
□公営住宅の払い下げ、貧困の拡大 
1980 年 住宅法、公営住宅の入居者への払い下げ。 
1979 年～1985 年 持家の貧困世帯（最下 5 分位）は 44％から 29％へと低下、公営住宅の
貧困世帯は 43％から 57％へと上昇した。 
1980 年代中頃 ホームレスが増大。 
1982 年 民間借家への家賃補助。 
1988 年 住宅法、すべての民間賃貸とハウジング・アソシエーションに公正家賃にかわっ
て市場家賃を導入。その影響として家賃の上昇が起こった。 
1988 年 公営住宅の大規模自主的移管（LSVT）。 
1990 年代 住宅の自由市場化。 
1995 年 地方住宅会社（LHC）設立、公営住宅の移管。 
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（4）フランス 6) 
第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
□民間非営利組織による住宅建設 
1890 年 低廉住宅協会の設立、民間による住宅供給。 
□住宅供給への公共介入 
1912 年 ボヌヴィ法で低廉住宅公社の設立。 
1894 年～1912 年 協同組合方式による低廉住宅運動の展開期。 
 
戦間期（1914～1945 年） 
□社会住宅供給制度の確立 
1928 年 ルシュール法、低廉住宅公社に公的融資、戸建て住宅を中心に大量建設が行われ
た。ボヌヴィ法とルシュール法によって供給主体を地方公共団体が、助成融資を
国が受け持つという枠組みができた。 
1930 年 法律によって社会住宅の住居基準は低廉住宅（HBM）、改良低廉住宅（HBMA）、
中家賃住宅（ILM）の３つのカテゴリーに分けられた。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
□戦後の深刻な住宅不足 
1947 年 社会住宅の建設に国庫補助による超低利融資が実施された。 
1948 年 借家法の制定と家賃補助制度の創設。既存賃貸住宅の家賃を統制し、借家人の保
護を図るとともに新規供給民間賃貸住宅の家賃を自由化し、家族住宅手当（ALF）
を導入。これにより「石への援助」のみならず「人への援助」を行う方式は現代
につながるフランス住宅政策の基本的な枠組みとなった。一方、家賃統制により、
家主は維持管理を放棄し、建物の老朽化、スラム化が進んだ。 
□社会住宅制度の再編 
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1950 年 低廉住宅（HBM）組織は適正家賃住宅（HLM）組織に改編。国家のイニシアチ
ブにもとづく社会住宅供給体制の確立。 
1950～1960 年代 農村部から都市部への人口流入、アルジェリアからの引揚者によって都
市人口が増大した。 
1950 年代後半 社会住宅が飛躍的に増加。 
1954 年 ホームレス救済キャンペーン。 
□直接支援から間接支援へ 
1960 年代 中間所得階層を含む都市勤労者の住宅不足、移民労働者の住宅確保が政策課題
となり、社会住宅の建設に向けられて国家予算を圧迫した。 
1961 年 再居住用住宅（PSR）、正常家賃住宅（ILN）の建設を促す社会住宅融資制度改正。
これにより社会賃貸住宅融資区分の細分化が行われた。 
1964 年 住宅ローン利子控除制度、持家取得の促進。 
□移民の増加 
1960 年代後半 新たに社会住宅に入居する世帯の所得水準が低くなり、移民も増加し、社
会住宅の入居者構成は大きく変わった。 
1977 年 住宅融資制度改革。戦後住宅政策の転換点。住宅市場への国の介入を弱めていく
ために、「石への援助」から「人への援助」、「フロー」から「ストック」へと重
点を移行させた。加えて持家政策の強化、民間賃貸住宅への公的支援の拡充。 
□住宅金融の規制緩和 
1980 年代後半 国際的な金融自由化の流れを受けて、住宅金融の規制緩和が加速された。 
一連の制度改革によって 1980 年代末には住宅政策分野における財政支出はおお
むね抑制された。しかしその結果、助成住宅建設戸数は落ち込み、アフォーダブ
ル住宅を確保できない世帯が増大した。 
1996 年 連帯割増家賃に関する法律。HLM 組織に、社会住宅入居基準所得上限超過者か
ら割増家賃を徴収することを義務付ける。 
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（5）ドイツ 7) 
第 1 次世界大戦前（～1914 年） 
□公益住宅企業の誕生 
1848 年 ベルリン公益建設会社、市の縁辺部で住宅建設。 
1862 年 シュタインベルト住宅建設協同組合、戸建分譲。 
1867 年 プロイセン政府、公益住宅企業に税優遇等。 
1890 年～1910 年 急速な工業化段階において都市への若年労働者の大量流入、婚姻による
世帯形成と高い出生率が住宅需要増大の要因になった。 
1900 年頃 公益住宅企業に公的融資。 
 
戦間期（1914～1945 年） 
第 1 次世界大戦後、戦災に加え都市人口の増大により住宅不足が起こった。 
□住宅政策の制度化、住宅供給への国家介入 
1914 年 戦争のために諸権利の主張を妨げられる諸個人の保護に関する法律、中央政府に
よる住宅統制の開始。 
1920 年 住宅不足法、自治体に住宅局設置を義務付け（強制的住宅割当て制度の実施）。 
1922 年 全国家賃法、第一次大戦前に建設された住宅に対する家賃凍結。 
1923 年 借家人保護・賃貸借関係仲裁所に関する法律、家賃統制の無期限延長。 
家賃統制によって家主の住宅修繕や新規建設の阻害要因となり、住宅ストックの
老朽化が進行した。 
1924 年 第 3 次租税窮乏令、これによって導入された「家賃税」によって大量の公的資金
が住宅部門に投入された。 
□社会住宅の「大衆化」、公益住宅企業の発展 
1919 年～1929 年 公益住宅企業、住宅協同組合が 2000 組織から 4000 組織に急増。 
1919 年～1929 年 この時期の住宅政策は広範な住民層に対する住宅供給の改善であり、社
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会の最貧層向けの政策ではなかった。 
1940 年 ナチス政権、公益住宅企業を再編、戦後の住宅建設を準備。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
戦後占領軍により家賃統制、強制住宅割当てが行われていた。 
1950 年 第 1 次住宅建設法、無利子ローンを公益住宅企業等に供給し社会賃貸住宅の大量
建設。これにより定められた所得上限を超えない世帯は当時の住宅の約 60％にの
ぼり、社会住宅が広範な住民層に対する助成制度だったことが分かった。 
□社会住宅制度の変容 
1960 年 統制解除法（リュッケ法）、1948 年以前に建設された住宅に対する家賃統制・借
家人保護規定の撤廃。 
1960 年 連邦建設法、都市開発に関する戦後緊急体制の終焉、土地・住宅市場経済への復
帰の転換点。 
1960 年 家賃補助・負担補助供与法、住宅手当制度開始（対物助成から対人助成へ）。 
1965 年 第 1 次住宅手当法、住宅手当の支給資格の拡大。 
1967 年 第 2 次住宅建設法改正、逓減的助成制度・「第二助成」方式の導入と持家促進政
策の推進。一方で、低コストの社会住宅の減少、家賃上昇等の問題を生んだ。 
1960 年代～70 年代 大規模団地で若年層、失業者、外国人などの特定集団の集中が進み、
大規模団地の空室率が増大。 
1971 年 都市建設促進法、都市の再開発プログラムが発動され、全国で 560 件の再開発計
画が公共の支援を受けて実施された。その結果、多くの低所得世帯が移転を余儀
なくされた。 
□公益住宅セクターの解体 
1970 年代 社会賃貸住宅への入居の不公平、社会住宅制度の低家賃住宅増加に対する有効
性への疑問等により、1970 年代において社会住宅に対する建設助成が減額された。 
31 
アフォーダブル住宅ストックの急速な減少。 
1990 年 税制改革法、公益住宅セクターに対する税制優遇の廃止。公益住宅セクターが解
体され、民活化への動きが強まる。 
 
以上から日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツの住宅政策の歴史を表にすると
以下のようになる。 
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表 1-3 日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツの住宅政策 
日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ
第1次大戦
前
（～1914）
アメリカで最初の住宅建築
規制(ニューヨーク)
19世紀末に民間非営利組
織による住宅建設
19世紀半ば、公益住宅企業
の誕生
1910年代 大阪、東京で市営住宅建設 スラム・クリアランスの実施 住宅供給への公共介入
住宅政策の制度化、住宅供
給への国家介入
戦間期
（1914～1945）
連邦政府による住宅供給へ
の直接介入 大量の公営住宅建設
1920年代後半、社会住宅供
給制度の確立
社会住宅の「大衆化」が進
み、公益住宅企業が発展
1930年代
持家政策の本格化
公共住宅の恒久的制度確
立
住宅政策の分割化
持家が増大
第2次大戦
以後
（1945～）
戦後復興
公共住宅はより貧困階層の
ための制度へ
公営住宅の「大衆化」の促
進 戦後の深刻な住宅不足
1950年代 制度創設期 インナーシティのスラム化・貧困問題の顕在化
公営住宅の荒廃、スラム・ク
リアランスの実施
社会住宅制度の再編、
国家主導の社会住宅供給
体制の確立
1960年代 公共住宅の大量供給
貧困・住宅問題への連邦政
府の取り組み開始
公共支出削減を目指し、直
接支援から間接支援へ転換 社会住宅制度の変容
1970年代 量から質へ
多様な補助住宅を家賃補助
に統合
住宅政策の残余化が進む
持家が普及、
公営住宅は低所得者向け
に限定され「残余化」へと転
換
移民の増加 公益住宅セクターの解体
居住ニーズの
多様化
アフォーダビリティの悪化
公共住宅の売却
公営住宅の払い下げ等、民
活化が進行、それに伴う貧
困の拡大
住宅金融の規制緩和
住宅政策体系
の再編
1980年代
以降
出所：文献 6 を参考に筆者が作成 
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アメリカとイギリスは公共・公営住宅を建設したのに対し、フランスとドイツは公営住
宅をもたず、民間非営利組織による社会住宅を推進した。この社会住宅は住宅が全国民に
行き渡るように大量に建設され、フランス、ドイツにおいて当初の住宅政策は社会住宅の
「大衆化」が意図されていた。 
アメリカとイギリスでは 1914 年～1945 年の戦間期の住宅不足に対して政府主導による
公共・公営住宅が建設された。イギリスでは第 2 次大戦後、フランス・ドイツと類似して
公営住宅の「大衆化」が進められたが、1950 年代に公営住宅の荒廃が顕在化したため、1970
年に公営住宅を低所得者向けに限定し、「大衆化」から「残余化」へと政策転換した。アメ
リカは 1930 年代に住宅政策を持家政策と公共住宅の 2 本柱とした。そして公共住宅は低所
得者向けに限定され、公共住宅の「残余化」がはじめから意図された。 
 1960 年代以降、フランス・ドイツにおいても住宅政策に変化が見られた。ドイツでは社
会住宅制度の変容、公益住宅セクターの解体、フランスでは住宅政策に対する財政支出の
削減が目指された。これは社会住宅の「大衆化」から「残余化」への転換であり、住宅政
策はアメリカ・イギリスと同様に低所得者向けの政策へと移行した。さらに1980年代以降、
世界的に新自由主義経済が広まり、これらの国々においても住宅金融の規制緩和、低所得
者向け住宅供給の民活化が進められている。 
 これらから欧米主要国の住宅問題は財政支出の削減と貧困問題への対応が求められ、住
宅政策は 1970 年代頃から低所得者向けに限定された「残余化」に政策転換し、さらに 1980
年代以降、新自由主義的な住宅政策へと歩調を合わせていることが分かった。これは欧米
主要国での住宅政策は類似傾向にあり、新自由主義経済とグローバル化により、欧米主要
国で移民増加の問題や貧困の問題が顕在化し、それらが住宅政策において共通の課題とな
っているためである。 
 日本の住宅政策は第 2 次大戦後の住宅不足に対し、1950 年代から本格化する。そして
1960 年代に急速な経済復興とそれに伴う都市への急速な人口流入が起こる中、住宅建設計
画法が制定され、「1 世帯 1 住宅」へ向け、公共住宅の大量供給が行われた。同時に 1950
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年に設立された住宅金融公庫が持家政策を担った。また 1955 年に設立された日本住宅公団
は中所得者向けの住宅供給を行った。そのため日本では 1950 年代の住宅政策創設以来、住
宅政策は、低所得者向けに公営住宅、中所得者向けに公団住宅、持家階層向けに住宅金融
公庫による住宅融資の 3 本柱であった。しかし世界的な新自由主義経済の広まりにより、
1990 年代に住宅政策体系の見直しがなされ、2000 年以降、市場や住宅ストックを重視した
新自由主義的住宅政策へ転換がなされた。 
 日本の住宅政策は初めから公営住宅を低所得者向け住宅政策と位置づけていた。その点
では日本は、はじめから公共住宅を低所得者向けと位置付けたアメリカの住宅政策に類似
していると言える。そして 2000 年以降の日本の住宅政策における市場重視の政策転換は明
らかに他の国々と同様に、世界的な新自由主義経済の広がり、グローバリゼーションの影
響によるところが大きいと言える。 
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2-1 アメリカの低中所得者向け住宅政策 
アメリカの住宅問題は時代や見方により様々であるが、次に挙げる３点が現在のアメリ
カの住宅問題の指標となっている 1）。 
（１）アフォーダビリティ 
（２）居住物件の物理的状況 
（３）狭隘 
 （１）のアフォーダビリティとは、所得に対する住居費の割合によって計られ、調整後
所得（adjusted income）の 30％以上を住居費として支出している場合は、アフォーダビリ
ティに問題があると認められ、50％以上を支出している場合、重大問題があるとみなされ
る。（２）の居住物件の物理的状況は設備を含めた欠陥の有無を計る具体的な項目に基づき、
修復が必要な場合に問題があるとされるが、程度により、「中程度」と「重度」の欠陥住宅
に分けられる。（３）の狭隘は住宅が世帯にとって十分な広さがあるかの指標で、1 部屋当
たりの定員より多く居住している場合に問題とされる 1)。例えば一般的にスタジオタイプは
定員 1人、１LDK タイプは定員 2人、２LDK タイプは定員 3人となる。 
 アメリカにおいて第二次大戦後の主な住宅問題は居住物件の物理的欠陥と狭隘であった。
1949 年住宅法において国家の福祉と安全、国民の健康と一定の生活水準の確保のために「深
刻な住宅不足を解消するのに十分な住宅生産」、「スラム及び荒廃地域のクリアランスによ
って標準以下あるいは不適切な住宅を除去すること」、「すべてのアメリカの家族に対する
快適な住宅と適切な居住環境の提供という目標をできる限りすみやかに実現すること」が
必要であると宣言された。これによって全国民の健康と福祉の増進、そのための一定の生
活水準の保障という連邦政府の住宅政策の目標が明確化された。しかしその目標で公共住
宅建設という社会政策と民間住宅建設の促進という経済政策が同時に求められていたため、
マイノリティのための社会政策よりもマジョリティのための経済政策が優先され、住宅政
策における社会政策の目標自体は形骸化していった。実際、1949 年住宅法では年間 135,000
戸の公共住宅の建設権限が付与されたが、1950 年は 75,000 戸、1951 年は 50,000 戸、1953
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年は 35,000 戸へと縮小されていった 2）。 
1960 年代以前では社会政策と経済政策が対立する関係にあったが、1960 年代に連邦政府
による社会政策の住宅供給に民間力が活用されたことで両者の関係が融合された。具体的
には民間金融機関の低利融資による住宅建設、市場金利との差額を連邦政府が負担する利
子補給、民間賃貸住宅を低所得者向けに低家賃とし、家賃の一部を連邦政府が補助する家
賃補助、地方住宅公社が民間住宅の提案を募集し、完成後それを公共住宅として買い上げ
るターンキーと呼ばれる方式などである（表 2-1）。そして公共住宅の開発は建設反対運動
による建設コストの制限、低所得層の集中によるスラム化等が発生したため、公共住宅と
は異なる形で低所得層を分散して住まわせるように民間住宅の活用が求められた 2)。 
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表 2-1 1960 年代のアメリカの低中所得者向け住宅政策 
低利融資 利子補給 家賃補助 建設費補助
1959 中所得高齢者向け住宅 202 ○
1961 中所得世帯向け賃貸住宅（市場金利以下プログラム） 221（D）（3） ○
1965 家賃補給 101 ○
1965 借上げ公共住宅 23 ○
1967 ターンキー方式 ○
1968 低中所得世帯向け賃貸住宅（利子補給） 236 ○
出所： HUD, Housing in the Seventies, 1973
創設年次 事業名 セクション番号
補助の内容
「表ならびに図の出典」参照 
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民間を活用した低中所得者向け住宅助成の拡充は 1968 年住宅・都市開発法（Housing and 
Urban Development Act of 1968）で顕著になった。1967 年に設立された大統領都市住宅委
員会（President’s Committee on Urban Housing: 以下、カイザー委員会）で、貧困層の
住宅問題の発生原因は安価で良質な住宅のストック不足にあり、そのため制度的要因を除
去し民間による効率的な住宅生産を促進すること、連邦政府補助を拡大することが勧告さ
れた。そして 1968 年住宅・都市開発法において 10 年間で 2,600 万戸（2,600 万戸の内 600
万戸が補助金付き低中所得者向け住宅、その内 100 万戸が中古住宅）、その内 2,500 万戸は
新築住宅の建設目標が設定された。その後 1973 年にすべての連邦補助事業の中断（モラト
リアム：moratorium）によって新規の補助事業の認可が一時中断され、補助事業の効率性
や公平性等が検討された。この措置によって多くの補助事業が廃止となった。1968 年住宅・
都市開発法の住宅建設目標は 1971 年から 1972 年にかけての住宅ブームの影響もあり、連
邦政府補助のない 2,000 万戸の目標に対し 90％以上の達成率となったものの、補助の必要
な低所得者向け住宅の建設目標600万戸の建設は50％にも満たない270万戸にとどまった。
その結果、1968 年住宅・都市開発法の住宅建設目標は未達成に終わり、低所得者向け住宅
は依然不足したままとなった 2)。 
連邦政府補助のない住宅の目標が達成され、良質な住宅ストックが増えるにつれて、戦
後の主たる住宅問題であった居住物件の物理的欠陥と狭隘の問題は 1970 年代初頭までに改
善を見せたが、住宅価格の高騰、低所得者向け住宅不足等により、アフォーダビリティの
問題は深刻化した。そして 1970 年代以降、住宅政策の主な課題は居住物件の物理的欠陥、
狭隘からアフォーダビリティの問題へ移った 1)。 
1980 年代にレーガン政権が建設型の住宅補助を大幅に削減し、低所得者向け住宅政策を
セクション８による家賃補助へ転換した。1974 年住宅コミュニティ開発法による当初のセ
クション８には、民間の低所得者向け住宅の供給を促進するためのプロジェクトベースの
建設型プログラムである「新規建設・大規模修復プログラム」と世帯ベースの家賃補助型
プログラムである「既存住宅プログラム（有資格証書方式）」の２つがあったが、1983 年住
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宅及び農村-都市再生法で新規建設・大規模修復プログラムは大幅に縮小され、家賃補助プ
ログラムにバウチャー方式（引換証方式）が加わり、家賃補助プログラムが中心となった。
この 1980 年代の政策の変化はアメリカの住宅問題を悪化させたと言われている。その悪化
した住宅問題とは以下の通り 1）。 
（１）アフォーダブル住宅ストック数が減少した。 
（２）家賃補助が住宅需要を押し上げ市場家賃を上昇させた。 
（３）連邦政府の家賃補助の予算が増加しなかった。 
そのため 1990 年代のブッシュ政権、クリントン政権ではより民間資金を導入した新たな
枠組みの建設型補助政策が行われるようになった。しかし近年でも所得に応じた適正な家
賃設定がされているアフォーダブル住宅が依然不足し、所得の増加よりも急速に進む家賃
の高騰がアフォーダビリティをさらに悪化させている。このアフォーダブル住宅不足は
1960年代から1970年代の初めにかけて連邦政府の補助による低金利の不動産担保貸付等に
より建設されたアフォーダブル住宅の所有者が、通常 40 年の貸付返済期間の内、20 年経っ
た時点で残額を一括返済し、その後は市場価格住宅として賃貸する「期限切れ問題」に起
因する。そのため 1990 年代以降、この「期限切れ問題」が懸念され、これにより深刻なア
フォーダブル住宅不足が起こることが予想されていたが 3）、住宅政策によるアフォーダブル
住宅の新規増加は望めず、アフォーダブル住宅不足は依然改善されていない。 
1993 年、荒廃した大規模公共住宅を再生させる際に所得階層が混合したコミュニティづ
くりを目指す HOPE VI プログラムが創設され、ミックスト・インカム住宅が荒廃した公共
住宅に代わるアフォーダブル住戸不足問題に対しての解決策として浮上した注 2）。以後、ミ
ックスト・インカム住宅開発が全国的に注目されるようになった。 
そのような状況下で、現在の低所得者向け住宅政策は依然セクション８による家賃補助
が主流となっているが、資格要件を満たす全ての世帯が受給できる制度ではなく、アメリ
カでは 2005 年には資格要件のある世帯の９％、約 200 万世帯しか家賃補助を受けられない
状況にあり、十分でないと言える 4）。そのためアフォーダビリティ問題を軽減させるために
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は実際にアフォーダブル住宅を増やしていく必要があり、家賃補助ではないかたちでアフ
ォーダブル住宅を供給する新たな仕組みが求められていると言える。 
 表 2-2 にアメリカの低中所得者向け住宅政策史を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
44 
表 2-2 アメリカの低中所得者向け住宅政策 
 
戦間期（1914～1945 年） 
1933 年 公共住宅（Public Housing）の供給開始。 
1934 年 全国住宅法、連邦住宅庁による住宅モーゲージへの公的保証の供給。持家政策の
本格化。 
1937 年 連邦住宅法（Federal Housing Act of 1937）、公共住宅の制度化。 
 
第 2 次世界大戦以後（1945 年～） 
1949 年 連邦住宅法（Federal Housing Act of 1949）、スラム除去を目的とした都市再開
発事業の創設。 
1954 年 免税債（Tax Exempt Bond）、税法（Tax Code）の一部として確立。 
1959 年 セクション 202 
1961 年 セクション 221(ｄ)(３) 
1965 年 住宅都市開発省（US Dept. of Housing and Urban Development: HUD）の設立。 
         セクション 101 
            セクション 23 
1968 年 セクション 236 
1973 年 すべての連邦補助事業の中断（モラトリアム：moratorium）。 
1974 年  住宅コミュニティ開発法（Housing Community Development Act） 
セクション８（新規建設・大規模修復等の建設補助を含む） 
□新自由主義政策 
1983 年 住宅及び農村-都市再生法（Housing and Urban-Rural Recovery Act） 
セクション８（バウチャー方式） 
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1986 年 税制改革法（Tax Reform Act）、低所得者用住宅税額控除（Low Income Housing Tax 
Credit：LIHTC）の時限的導入。 
1993 年 統合予算調整法（Omnibus Budget Reconciliation Act）、LIHTC の恒常的制度へ
の改編。 
         HOPE VI プログラム、荒廃した大規模公共住宅団地の再生事業。 
筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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2-2 アメリカのミックスト・インカム住宅の歴史 
ミックスト・インカム住宅は HOPE Ⅵ以前には住宅政策上、重要視されていなかったた
め、その歴史的な背景、住宅政策との関連は明らかではない。そのため、既往研究 7)～10)を
もとにミックスト・インカム住宅に関連する事項を抽出し、その歴史的な流れをまとめた。 
 
 1930 年代  
1937 年合衆国住宅法が制定され、1930 年代後半に公共住宅建設がはじまった。全米初の
公共住宅 Atlanta's Techwood Homes が 1936 年、Clark Howell Homes が 1940 年に建設
された。初期の公共住宅は一時的な低所得労働者家族用住宅だったが、徐々に長期滞在者
が増え、その結果、長期滞在型公共住宅に立法化された。1930 年代後半から 1960 年代半
ばまでの連邦の多くの公共住宅は大規模で高密度な住宅だった。  
 
 1960 年代  
1960年代初めアメリカ議会は民営のアフォーダブル住宅開発を奨励するプログラム（表
2-1）を作った。これは公共住宅から離れ、公と民のパートナーシップに連邦補助のインセ
ンティブを適用し、公共住宅の低所得者用住戸を保持しながら民間型公共住宅開発へ移行
するためのものであった。具体的には短期連邦賃貸住宅プログラム(Section23）の1965年
の法令で地方住宅公社に民間賃貸住宅の建物内で特定の住戸を賃貸することを認可したた
め、地方公共団体が民間住宅を借り上げることによって公共住宅を供給することができる
ようになった。これによって結果的に1つの集合住宅に異なる所得層が混在する状況が生ま
れた。そして連邦、州、地方自治体はミックスト・インカム住宅開発をファンド等で支援
し始め、ミックスト・インカム住宅はアメリカ全土でみられるようになった。 
 
 1970 年代  
1973 年当時のニクソン大統領が公共住宅開発を民間部門に移行するため、“ニクソン・モ
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ラトリアム”によって連邦補助金を一時停止した。そして 1974 年に Section8 で家賃補助
プログラムを設立した。 
1970年代、少数の裕福な郊外で最初の包括型ゾーニング条例（inclusionary zoning 
ordinances）が採択された。これによって住宅開発業者は対象世帯に計画住戸の10～20％
の住戸を市場価格の賃料よりも安く、販売又は賃貸しなければならなくなった。 
 
 1980 年代  
1980 年代には公共住宅は荒廃、スラム化し、それが社会問題となった。公共住宅に代わ
る救済策としてミックスト・インカム住宅が注目された。1989 年連邦議会は、極めて荒廃
した公共住宅の対策委員会（National Commission on Severely Distressed Public Housing）
に対して 2000 年迄に、荒廃した公共住宅を根絶するための国家行動計画（National Action 
Plan）の提案を課した。委員会では公共住宅の最大の失敗が貧困の集中だったと結論付け、
その提言により 1993 年、荒廃した公共住宅を再生させる際に所得階層が混合したコミュニ
ティづくりを目指す HOPE VI プログラムが創設され、ミックスト・インカム住宅が荒廃し
た公共住宅に代わるアフォーダブル住戸供給手法として浮上した注1）。 
 
 1990 年代  
1990 年連邦議会による HOME プログラム、1992 年 HOPE VI プログラムが創設され、
連邦による主要再開発、新規開発、物的改善、荒廃した公的住宅の取り壊し、マネジメン
トの改善、計画及び技術的援助、住民を対象としたコミュニティ及び支援サービス等の多
岐にわたる全国包括補助が始まった。 
1993 年以降 HOPE VI によってミックスト・インカム住宅が全国的に注目された。そ
して連邦議会と HUDによる荒廃した公共住宅改善策 HOPE VI を使って 1996年に初めて
のミックスト・インカム・コミュニティ、ジョージア州アトランタ市 Centennial Place が
つくられた。 
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1998年の連邦法令は地方住宅公社に超低所得世帯以外にも公共住宅住戸を貸すことを要
求し、貧困の分散化を目指した。 
そして現在多くの都市で、アフォーダブル住宅不足を解消するために市場価格住宅に対
しアフォーダブル住戸の付置を義務化する包括型ゾーニングが条例化され、ミックスト・
インカム住宅を促進している注 2)。 
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2-3 アメリカのミックスト・インカム住宅事例とその類型化 
 以下にアメリカにおけるミックスト・インカム住宅開発の事例を 3つ示す。 
 
■事例1：Centennial Place、ジョージア州アトランタ市11)～14) 
市と民間営利開発業者の共同体によるミックスト・インカム・コミュニティ再開発 
完成年：1996年（I期） 
□計画概要 
Centennial Placeは全米でHOPE Ⅵプログラムを使った初めてのミクストインカム住宅開
発で、アトランタのダウンタウンやジョージア工科大学キャンパス、コカ・コーラ本社の
近くに位置する。1936年と1941年に建てられた公共住宅Techwood Homes(21棟）と
Clark-Howell Homes(63棟)とその周辺が1980年代後半に荒廃し貧困居住地となったため、
Atlanta Housing Authority(AHA)は民間営利開発業者のIntegral Group, LLCとMcCormack 
Baron and Associates, Inc.を雇い、約42億ドルのHOPE Ⅵファンドとその他のファンドを
使ってTechwood HomesとClark-Howell Homesを取り壊し、その跡地にアフォーダブル住戸
を統合した安全かつ魅力的で持続可能な市場価格コミュニティ作りを目的に、新しい住戸
783戸を擁するミックスト・インカム・コミュニティ、Centennial Placeを作った。Centennial 
Placeの敷地には住宅用に２、３階建のタウンハウスが建設され、住宅以外にもコミュニテ
ィ・センターや小学校など住民を支援する施設も共に開発されている。 
もともと公共住宅Techwood HomesとClark-Howell Homesをミクストインカム住宅に再開
発する話は1972年からあった。しかし立ち退きを恐れる公共住宅住民の反対により再開発
計画は実行に移されなかった。1990年9月にアトランタ市で1996年の夏のオリンピックが開
催されることが決まると、Techwood HomesとClark-Howell Homesを含む周辺一帯が再開発
されることになった。 
再開発で1,081戸の公共住宅のかわりに建設された新しい住宅の783戸の住戸のうち、
40％の311戸が市場価格住戸、40％の301戸が公共住宅住戸、20％の126戸がLIHTC住戸にな
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った。公共住宅だった頃の住民の97％はアフリカ系アメリカ人であったが、Centennial 
Placeの住人はアフリカ系アメリカ人が70％、白人が20％、ヒスパニック系とアジア系が
10％と所得、人種ともに混合されたコミュニティとなっている。 
 
■事例2：St. James Terrace Apartments, ニューヨーク州ヨンカーズ市15) 
市の住宅プログラムを用いた民間営利開発業者と非営利組織によるミックスト・インカム
住宅開発 
完成年：2003年 
□計画概要 
St. James Terrace Apartmentsは1985年のヨンカーズ公共住宅と学校の人種差別を廃止
する裁判命令で建てられた４つのミックスト・インカム住宅のうちの１つで、ヨンカーズ
市から住宅開発を委託されたウエストチェスター郡の非営利ハウジング組織である住宅推
進協議会（Housing Action Council) の技術的支援を受け、ヨンカーズ市アフォーダブル
住宅信託基金（$2,900,000）、ニューヨーク州住宅信託基金会社（$1,800,000）、9% LIHTC
（$5,200,000）の補助金を使って、2003年にニューヨーク市にある民間営利開発業者Seavey 
Organizationによって開発された。 
St. James Terrace Apartmentsは2000年の時点で貧困度が5％と貧困度の低い住宅エリア
のSouth East Yonkersに位置する、64戸の住戸をもつ６階建のレンガ造りのアパートメン
トで、駅の近くに位置し、コミュニティルーム、入居者用屋外デッキ、地下、屋上駐車場
を付帯している。 
St. James Terrace Apartmentsのうち50％（32戸）が市場価格住戸、10％（7戸）が40％
AMI、20％（13戸）が41-50% AMI、10％（6戸）が51-60% AMI、10％（6戸）が61-80% AMIの
市場価格と４つの所得階層に賃貸され、アフォーダブル住戸は建物内で分散配置されてい
る。アフォーダブル住戸は裁判所命令で元ヨンカーズ公共住宅住人に貸し出され、市場価
格住戸は一般に賃貸されたが、その賃料は郡のSection 8 公正市場家賃（fair market rents）
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の範囲内までに下げられているため、市場価格住戸の大部分はSection 8 バウチャーを使
っている世帯が占めている。そのため住人構成は白人５％、黒人・ヒスパニックが９５％
となっている。 
 
■事例3：Emery Bay Ⅱ, カリフォルニア州エメリービル市16)～17) 
民間営利開発業者と非営利組織による新規ミックスト・インカム住宅開発 
完成年：1993年 
□計画概要 
サンフランシスコ・ベイエリアにあるEmery Bay Ⅱは、1980年代後半から1990年代前半
にかけてベイエリアでの賃貸住宅市場が低迷する中、民間営利開発業者であるMartin 
Companyと非営利組織である BRIDGE Housing Corporationが80％AMI以下の所得層の住民を
対象に建設した全260戸のミックスト・インカム住宅である。同じ敷地には第１期として先
に建設された424戸の市場価格住宅のEmery Bay Club and Apartments（Emery Bay Ⅰ）が
隣接し、プール、スパ、ガーデン等レクリエーションエリアを共有している。Emery Bay I
の所有者Martin Companyは、賃貸住宅市場の低迷を受け、アフォーダブル住戸を組み込む
ことから得られる財政的保障なしに第2期の開発を続行することは難しいと判断し、BRIDGE 
Housing Corporationと共同で市の税額控除の補助金や固定資産税の軽減等、エメリービル
市の支援を受け、アフォーダブル住戸を組み込んだミックスト・インカム住宅を開発した。
この開発のデザインの質は高く、魅力的な設備が備わり、その敷地に出入りするためのカ
ードエントリーシステムの設置や定期的な市警察のパトロール等、セキュリティ度も高い。
周辺には映画館や、食料品店、本屋、飲食店等からなる複合施設があり、主要交通網への
シャトルバスも運行していて便も良い。 
Emery Bay Ⅱは全260戸のうち、60％（156戸）が市場価格住戸で、20％（52戸）が所得
制限50%AMI未満、20％（52戸）が51％-80％AMIの所得階層に賃貸されているが、所得中位
値（AMI）が全国の他の地域より高いベイエリアに位置しているため、住人の構成は30％が
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専門職、20％が学生、33％がブルーカラー労働者と市場価格寄りのミックスト・インカム
住宅となっている。 
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事例 1は HOPE Ⅵプログラムにより荒廃した大規模な公共住宅をミックスト・インカム・
コミュニティへ再開発した事例である。また事例 2 は荒廃した公共住宅を裁判所命令によ
ってミックスト・インカム・住宅へ建て替えた事例で、9％LIHTC と市のアフォーダブル住
宅資金により開発された。事例 3 は市場価格住宅開発が困難な時期にミックスト・インカ
ム住宅にすることによって新規住宅開発を行った事例で、市からの税額控除による補助金
やアフォーダブル住戸に対する固定資産税の軽減によって開発資金をまかなった。 
 このようにミックスト・インカム住宅は開発手法が多様で事例ごとに異なり、分類が難
しい。Alex Schwartz と Kian Tajibakhsh によると 9)、ミックスト・インカム住宅の定義は
曖昧で一義的には決まらないが、ミックスト・インカム住宅の一般的な特徴は開発に含ま
れる所得階層の数、所得レベル、住宅の質によって記述できる。 
（１）一般的にミックスト・インカム住宅において低所得世帯は全住戸数の 20～60％以上
を占めている。 
 
（２）ミックスト・インカム住宅において最も裕福な所得階層は地域所得中位値（Area 
Median Income：以下 AMI）が 51％から 200％と幅広い。 
 
（３）建物の各階にあらゆる所得階層の世帯が入居できる事例と、低所得世帯と高所得世
帯が分離して配置されている事例の両方がある。 
 
（４）同様に全ての所得階層に同じ部屋の大きさとアメニティを提供している事例と、低
所得世帯には狭く、質の低いアメニティを提供している事例がある。 
 
（５）ミックスト・インカム住宅の開発業者は公的機関、非営利組織、営利組織となり、
ミックスト・インカム住宅には賃貸だけでなく分譲もある。 
 
54 
 またミックスト・インカム住宅は住宅開発事業の種類によって大きく 4 つに分類できる
9)が、2つ以上が組み合わさった事例もある。 
（１）地方自治体の土地利用規制によるミックスト・インカム住宅開発事業。住戸密度の
割増が与えられる密度ボーナス（Density Bonus）、包括型ゾーニング、その他の土
地利用規制を通して、民間開発業者に総住戸の内、一定の割合で低中所得者向け住
戸を確保させることにより、ミックスト・インカム住宅を促進させる。この住戸密
度は日本にはない考え方で、敷地面積１エーカー（acre）当たりの住戸数の上限が
決められており、単位住戸当たりの最小敷地面積で示されることもある。 
 
（２）連邦政府の HOPE Ⅵプログラムによるミックスト・インカム住宅開発事業。プログラ
ムの実行予算約 10 億ドルの半分は公共住宅をミックスト・インカム住宅に建て替え
る計画に資金提供された。（HOPE Ⅵは 2010 年に終了。） 
 
（３）地方自治体の住宅プログラムによるミックスト・インカム住宅開発事業。地方自治
体は、資金提供を行う条件として、開発計画にミックスト・インカム住宅を含める
ことを求める。例えばマサチューセッツ、ニューヨーク等の州住宅金融公庫は低中
所得世帯のために全住戸の 20％を確保する計画に対し、免税の融資を提供している。 
 
（４）その他、民間開発業者によるミックスト・インカム住宅の開発事業。民間営利開発
業者がアフォーダブル住戸を組み込むことにより利用できる様々なファンドを利用
してミックスト・インカム住宅開発を行う。 
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2-4 ミックスト・インカム住宅開発の長所・短所 
ミックスト・インカム住宅開発は一般的に民間営利開発業者による開発が多く、民間力
を使って確実にアフォーダブル住戸を増やすことができる。また事例 1 ではかつて偏って
いた公共住宅の住人の人種・所得の構成がミックスト・インカム住宅開発後の人種・所得
の混合によって偏りが軽減され、事例 3 では市場価格住宅による開発事業の継続が困難に
なった時、ミックスト・インカム住宅開発に転換し、それによる補助金によって開発事業
の継続が可能となった等、ミックスト・インカム住宅開発は、事業者側にアフォーダブル
住戸に対する補助金による財政的な保障を与え、入居者の人種・所得の混合により、公共
住宅のような貧困の集中がなく、安全で良質な居住環境を低所得者層に提供できる。この
ようにミックスト・インカム住宅開発は多くの長所があるが、開発手法によっては問題点
も見られる。 
例えば事例 1 では荒廃した公共住宅がミックスト・インカム住宅へ建て替えられたのだ
が、もともとあった 1,081 戸の公共住宅住戸数は、建替えによって、60％に削減された。
また HOPE Ⅵの当初の契約では計画地外に代替公共住宅開発が予定されていたが、計画地外
の代替公共住宅に対する HOPE Ⅵからの補助金は得られなかったため、代替公共住宅開発は
頓挫し、アフォーダブル住戸は減ったままとなった。このように HOPE Ⅵを使った計画では
公共住宅をミックスト・インカム住宅へと建て替える際に、アフォーダブル住戸数が減少
し、今まで住んでいた公共住宅の住人が建て替え後も継続して住むことができないケース
が多い。そのため建て替えられた住宅に入居できなかった住人には政府から住宅バウチャ
ーが発行されるが、他の場所に移らなければならない、場所によっては入居できるアフォ
ーダブル住宅がないなど、元公共住宅住人が行き場を失うケースも出ている。そのためア
フォーダブル住戸数の維持・確保という点において、公共住宅をミックスト・インカム住
宅へ建て替える開発はアフォーダブル住戸供給手法としては問題があると言える。 
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２章 脚注 
表ならびに図の出典 
表 2-1：文献 2, p.80、第 1表から賃貸に関連する部分を抜粋した。セクション番号とはそ
の事業が規定されている住宅法の条項番号。「中所得世帯」とは、低家賃公共住宅の所得
上限は超えているものの、民間市場での住宅購入の困難な所得層世帯を指す。 
表 2-2：文献 6, 表 12 を主に参照した。 
 
注 
注 1) HUD: Mixed-Income Housing and the HOME Program 2003, p.4 
注 2)文献 5, p.31。これによると IZ 条例はカリフォルニア州の 75 以上の都市で採択され
た。事例としてはサンフランシスコ、サンディエゴなどが挙げられる。 
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3-1  調査対象地域の選定 
３章では２章において行ったアメリカにおける主なミックスト・インカム住宅の予備調
査から、アメリカの中でも移民の割合が高く深刻なアフォーダブル住宅不足問題を抱えて
いるロサンゼルス市の民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅開発に着目した。 
ロサンゼルスは都市社会学の分野において「資本主義のグローバリゼーションという枠
組みの中で都市圏周縁部が都心部を形作り変えていく」1) と考える研究グループ、「ロサン
ゼルス学派」がゲーティッド・コミュニティ、エッジ・シティ、テーマパーク、東アジア
からの新しい資本の流入、アジアや中南米からの移民、労働集約型サービスの形態など、
現代の都市問題に関する最新のテーマが多くみられるロサンゼルスを都市問題の縮図であ
る「プロトタイプ」都市であるとする 2)などグローバリゼーションの影響を大きく受けてい
る都市と考えられる。 
またロサンゼルス市の都心部はもともとアフォーダブル住宅の多い地域で、市のダウン
タウンであるセントラル・シティの東側にはホームレス等の社会的弱者が多く住むスキッ
ド・ロウ（Skid Row）が位置し、低所得者層に加え超低所得者層や社会的弱者を含めた階
層が深刻な住宅問題を抱えている。さらに、アフォーダブル住宅の期限切れ問題やアフォ
ーダブル住宅の市場価格住宅への移行等により深刻なアフォーダブル住宅不足が生まれて
おり、ロサンゼルス市はアメリカにおいて最も重大なアフォーダブル住宅問題を抱える都
市の 1つとして認識されている 3)。 
そのため、グローバリゼーションの影響を大きく受け、アフォーダブル住戸不足問題が
深刻化しているロサンゼルスのミックスト・インカム住宅を研究対象とすることは、妥当
であると思われる。 
そこでロサンゼルス市におけるミックスト・インカム住宅について調査を行った。ミッ
クスト・インカム住宅の住所や住戸数等の情報をまとめたリストがなかったため筆者は
2007 年時点の主要な集合住宅リスト（総事例数 1235 件注 1））から調査対象地域を絞り、そ
の内の賃貸集合住宅（事例数 112 件）をミックスト・インカム住宅、市場価格住宅、アフ
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ォーダブル住宅に分類した。使用した集合住宅リストはロサンゼルス・ダウンタウン・セ
ンター業務改善地区（Los Angeles Downtown Center Business Improvement District：以
下 DCBID）、ロサンゼルス市住宅部（Los Angeles Housing Department：以下 LAHD）、住宅
都市開発省（U.S. Department of Housing and Urban Development：以下 HUD）、カリフォ
ルニア州税額控除配分委員会（California Tax Credit Allocation Committee：以下 CTCAC）、
カリフォルニア州債務制限配分委員会（California Debt Limit Allocation Committee：
以下 CDLAC）、ロサンゼルス市コミュニティ再開発公社（Community Redevelopment Agency of 
the City of Los Angeles：以下 CRA）、NPO であり CDC として知られているスキッド・ロウ
住宅信託（Skid Row Housing Trust：以下 SRHT）と SRO 住宅機構（Single Room Occupancy 
Housing Corporation：以下 SROHC）から入手した注2)。調査対象地域はミックスト・インカ
ム住宅の事例数が多い地域であることに加え、新聞・インターネット等によるミックスト・
インカム住宅に関する記事注 3)の量を総合し、セントラル・シティ（Central City）とセン
トラル・シティ・ウエスト（Central City West）に定めた。セントラル・シティは市のコ
ミュニティ計画地域（Community Plan Area）の１つである。またセントラル・シティ・ウ
エストはウエストレイク・コミュニティ計画地域（Westlake Community Plan Area）を構
成する地域の 1つであり、セントラル・シティに近接しているため、特定計画地域（Specific 
Plan Area）として定められ、商業と住宅の複合用途開発が想定されている。 
調査対象地域にはミックスト・インカム住宅が 15 件あり、これらについて完成年、総住
戸数とアフォーダブル住戸数、開発業者に加え、主要なファンド、アフォーダブル住戸比
率、所得制限、アフォーダブル住宅契約期限を調査により明らかにした（表 4-1）。これに
よると調査対象地域のミックスト・インカム住宅 15 件の内、市場価格住宅にアフォーダブ
ル住戸が 20％程度組み込まれている民間営利開発業者による事例が 13 件、その内新築事例
は 8件あることが分かった。 
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出所：City of Los Angeles, Department of City Planning, 「表ならびに図の出典」参照 
図 3-1 ロサンゼルス市のコミュニティ計画地域 
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図は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
図 3-2 調査対象地域のミックスト・インカム住宅（2007 年） 
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3-2 調査対象地域の概況 
ロサンゼルス市の人口は 1850 年以来増加を続け、2000 年現在 3,694,820 人となる。人種
の構成は白人46.9％、黒人11.2％、インディアン0.8％、アジア人10％、太平洋諸島系0.2％、
混血 5.2％、その他 25.7％となる。また人口の 46.5％はヒスパニック・ラテン系、29.8％
はヒスパニック・ラテン系でない白人となり、ロサンゼルス市はヒスパニック・ラテン系
の割合がカリフォルニア州全域の中で高い。 
市の面積は 1,214.6 ㎢で、日本の大阪府の面積 1,897 ㎢と近似している注4)。 
一般的に政治・経済・文化の中心的役割を果たす活動は都市の中心部に集積しているが、
ロサンゼルス市とその周辺からなるロサンゼルス都市圏では「エッジ・シティ」と呼ばれ
るように従来の都心部であるダウンタウンから離れた場所においても都市機能が集積した
場所が形成されている。 
 
（１）セントラル・シティ（通称：ダウンタウン） 
ロサンゼルス市のダウンタウンはかつて政治・経済・文化の中心的役割を果たしていた
が、都市のスプロール化が進行し、1960 年代から 1980 年代にかけてその地位が著しく低下
したが、現在も市で最大の商業地域である注5)。1998 年以前は商業、工業地域が大部分を占
め、住居地域の面積が全体の 5％と極端に少なかった注 6)。そして市場価格住宅よりアフォ
ーダブル住宅が多く注 7)、元来アフォーダブル住宅の需要が高い地域であった。1998－2005
年の市のゼネラル・プラン住宅エレメントによりダウンタウンの住宅開発が奨励されたの
に連動し、1999 年に老朽化した建物を住宅に転用することを容易にするアダプティブ・リ
ユース条例（Adaptive Reuse Ordinance）注 8)が施行されたため、セントラル・シティの商
業、工業地域で住宅が建設可能となり、多くの市場価格住宅が建設された。そしてロフト
（倉庫建築）ブームなどもあり、市場価格住宅に多くの高所得層が流入した注9)。図 3-3 よ
りダウンタウンの人口は 1990 年に大きく減少したが、2000 年に増加に転じ、その後も継続
して人口増加が見込まれていることが分かる。その結果、市場価格住宅の建設が優先され、
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アフォーダブル住宅の大きな需要はあるが、アフォーダブル住宅の単独開発は困難となっ
た。図 3-4 はダウンタウンの住宅戸数を示している。1999 年のアダプティブ・リユース条
例施行以前はアフォーダブル住戸が最も多かったが、1999年から2007年までは賃貸住宅（ア
パートメント）の住戸数が増加し、その後は分譲住宅（コンドミニアム）の住戸数が増加
することが予想されている。一方アフォーダブル住戸はほとんど増加していないことが分
かる。 
さらに既存のアフォーダブル住宅が市場価格住宅へ転用されるという事態も起こり、ア
フォーダブル住宅の期限切れ問題と併せてアフォーダブル住宅不足が深刻化している 14)。 
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アパートメント：賃貸住宅、コンドミニアム：分譲住宅 
出所：Downtown Loa Angeles Housing Information, 2007 Q2、「表ならびに図の出典」参照 
図 3-4 ダウンタウンの住戸数 
 
出所：SCAG RTP Projection, May 1998、「表ならびに図の出典」参照
図 3-3 ダウンタウンの人口
[戸] 
[人] 
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（２）セントラル・シティ・ウエスト 
セントラル・シティ・ウエストはセントラル・シティの西側に位置し、比較的アフォー
ダブル住宅の多い地域である。セントラル・シティ・ウエストは近年ダウンタウンで起こ
っていた商業と市場価格住宅の積極的な開発に対し、アフォーダブル住宅を含むバランス
のとれた開発が期待されている注10)。同時にアフォーダブル住宅が減少する問題に対し、特
定計画（Specific Plan）16)の中でアフォーダブル住戸を付置義務化することによって対処
している。 
 
（３）ロサンゼルス市における２つのエリアの位置づけ 
この広大な面積を持ち、多種多様な人種で構成されているロサンゼルス市の都市計画を
決定するのがゼネラル・プランである。1937 年にカリフォルニア州のすべての市と郡でゼ
ネラル・プランを規定することが義務付けられた。しかし 30 年以上の間、ゼネラル・プラ
ンは補助的な文書の域を出なかったが、1971 年にカリフォルニア州ではゾーニング条例等
がゼネラル・プランと一貫性を持たなければならないという法案が可決され、これにより
かつて土地利用に最も強い影響力をもっていたゾーニング条例はゼネラル・プランの総合
目標や指針に従うことになり、両者の整合性が図られた。その結果ゼネラル・プランは地
方自治体の将来の土地利用の基本的方向性を決める土地利用憲章となった 17)。 
そこで調査対象地域であるセントラル・シティとセントラル・シティ・ウエストをみる
と、ロサンゼルス市のゼネラル・プランの土地利用ダイアグラム注11)の中でセントラル・シ
ティはダウンタウン・センターとして位置づけられている。ゼネラル・プランによると、
ダウンタウン・センターとはロサンゼルス郡を含めた周辺の５郡におけるロサンゼルス都
市圏の国際的な商業・貿易の中心、政府機能の中心、高層集合住宅、文化・エンターテイ
メント・ホテル・本社機能等が集積している場所のことで、一般的に容積率が 1300％の高
層ビルによって特徴づけられている。ゼネラル・プランでは特にダウンタウン・センター
がロサンゼルス都市圏の経済の中心機能を維持するために、そこで働く人々を収容する高
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密度な集合住宅の開発を重要視している。またロサンゼルス市のゼネラル・プランの中で
セントラル・シティ・ウエストはリージョナル・センターとして位置づけられている。ゼ
ネラル・プランによると、リージョナル・センターとは市全域の中で商業、オフィス、住
宅等の重層化利用を中心としたバランスの良い開発を重要視した場所として位置づけられ
ている。商業に特化するものもあれば、住宅と商業を混合利用するものもある。一般的に
リージョナル・センターは、その容積率が 150％から 600％で 6～20 階の建物により特徴づ
けられている。 
市の面積が大きいロサンゼルス市は 35のコミュニティ計画エリア（Community Plan Area）
で構成されている。コミュニティ計画エリアとは、市のゼネラル・プランを具体的に展開
するために細分化された地域を指し、各地域で作成されるコミュニティ計画にはゼネラ
ル・プランと同等の法的権限が与えられる。本研究のセントラル・シティはコミュニティ
計画エリアの１つであり、セントラル・シティ・ウエストはコミュニティ計画エリアの１
つであるウエストレイクの一部である注12)。 
セントラル・シティのコミュニティ計画 11)にはその役割、土地利用政策、交通と循環、
都市デザイン等が決められているが、その中で、住宅問題として中所得向け住宅の不足、
工業労働者向けアフォーダブル住宅不足等が挙げられている。またウエストレイクのコミ
ュニティ計画 15)では、住宅問題としてアフォーダブル住宅の不足、高級化（ジェントリフ
ィケーション）による住人の立ち退き等が挙げられている。このことからロサンゼルス市
は調査対象地域における住宅問題として低中所得者向けアフォーダブル住宅の不足を認識
していると言える。 
 ここでセントラル・シティのコミュニティ計画からセントラル・シティの特徴を述べる。
セントラル・シティの面積はロサンゼルス市の面積の１％未満の約 2,161 エーカー（8.745
㎢）。US センサス 2000 によるとセントラル・シティの人口は 25,208 人でロサンゼルス市全
体の人口の７％弱となっている。セントラル・シティの住宅はほとんどが集合住宅で、全
体住戸の９８％を占めている。セントラル・シティの平均世帯人数は 1.54 人で市の平均世
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帯人数 2.83 人に比べ、かなり少人数で構成されている。セントラル・シティの居住者の人
種は 34％がヒスパニック系（Hispanic）、23％が黒人（Black/African American）、17％が
ヒスパニック系でない白人（White Non Hispanic）、23％がアジア人・太平洋諸島系
（Asian/Pacific Islander）、0.7％がインディアン（Native American）となり、ヒスパニ
ック系、黒人、アジア人・太平洋諸島系の割合が特に高い。1999 年の平均世帯収入は＄44,758
で、これは市全体の平均より 25％低いが、10 年前のセントラル・シティにおける平均世帯
収入よりも 50％以上高い。 
 セントラル・シティ計画地域は９つの地区からなる。 
（１）シビック・センター 
 連邦、州、郡、市政府のオフィスがシビック・センターに位置している。セントラル・
シティのシビック・センターはアメリカで 2番目に公共建築が集中している地区である。 
 
（２）バンカー・ヒル 
 バンカー・ヒルはダウンタウンで最初の再開発地域である。この地区はかつて上質な住
宅が多くあったが、その多くは時が経つにつれ荒廃した。1959 年にバンカー・ヒル再開発
計画が採択され、新たにオフィス、住宅、ホテル、小売、商業、美術館、文化施設等の複
合用途利用が計画された。バンカー・ヒル再開発では緑を配置した高層タワーを建設し、
他の多くのダウンタウンが典型的に行ってきた緑の少ない壁状の建物やブロック・パター
ンになることを避けている。そして歩車分離を進め、多くの公共広場を配置している。 
 
（３）ファイナンシャル・コア 
 現代的な高層のオフィス・ビルが多く建つ地区である。1900 年代初めにはショッピング・
センターが位置していたが、郊外のショッピング・センターが増加するにしたがって、フ
ァイナンシャル・コアのショッピング・センターは衰退していった。その後ファイナンシ
ャル・コアに多くのオフィス・ビルが建設されている。 
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（４）サウス・パーク 
 サウス・パークは住宅に小売や商業施設が付加している複合用途の建物が多くある地区
である。補強されていない平屋のレンガ造倉庫が地区の至る所に分散している。現在、新
たに小売店舗、ホテル、レストラン、エンターテイメント施設等が建設されている。特に
ダウンタウンで働く労働者の住宅需要や荒廃した古い商業ビルを集合住宅に転用するアダ
プティブ・リユース条例の影響により多くの住宅が建設されている。 
 
（５）コンベンション・センター／アリーナ 
 コンベンション・センター／アリーナはエンターテイメント施設が隣接する地区である。 
 
（６）ヒストリック・コア 
 ヒストリック・コアはセントラル・シティの中心に位置している。そのため他の地区の
ビジネス、金融、文化から工業まで密接に繋がっている。ヒストリック・コアは、政府関
連施設が集中した北側、空きビルや小売店舗が多くを占める中央部分、ファッション地区
とサウス・パークの住居地域に繋がる南側と大きく 3 つに分けられる。ヒストリック・コ
アの使われていない商業、オフィス・ビルは住居に転用され、ダウンタウンの活性化に貢
献している。 
 
（７）セントラル・シティ・イースト 
 セントラル・シティ・イーストは卸売業と食品加工業等が多く、1900 年代初めに建てら
れた補強されていないレンガ造倉庫が多数存在する。約 6,500 戸の SRO（Single Room 
Occupancy）ホテルがこの地区に位置している。またこの地区はアルコール依存者や精神障
害者をサポートする社会サービスセンターとなっている。 
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（８）サウス・マーケット 
 サウス・マーケットは衣料品の製造、卸売、小売の他、花の卸売、玩具製造・販売等が
行われている地区である。この地区は商業がセントラル・シティ・イーストと密接に繋が
っている。 
 
（９）リトル・トーキョー 
 リトル・トーキョーはアメリカ最大の日系コミュニティの中心として位置づけられる。
２～３階建てのレンガ造建築と店舗がショッピング・エリアを形成し、観光客だけでなく
周辺の労働者にも魅力を与えている。この地区の建物は 1900 年代初めに建てられた２～３
階建ての低層建物から近代的な高層ビルまで多様である。そして約 850 人の居住者に加え、
小売、ホテル、オフィス、商業等の複合用途によるコミュニティを形成している。この地
区では住宅の新規開発と改修の両方が盛んに行われており、多くの住戸が新たにつくられ
ている。 
 
セントラル・シティの商業地域は 827 エーカー（3.347 ㎢）で、ファイナンシャル・コア
に集中している。また小売はヒストリック・コア、オフィスはバンカー・ヒルに集中して
いる。工業地域は 874 エーカー（3.537 ㎢）で、セントラル・シティ・イーストに衣類の卸
売、玩具・電気メーカー、花卸売、食品加工等の工場が集中している。住居地域は主にセ
ントラル・シティ・イースト、サウス・パーク、バンカー・ヒル、リトル・トーキョーに
見られるが、全体面積が 108 エーカー（0.437 ㎢）でセントラル・シティ全体の 5％にすぎ
ない。セントラル・シティの住宅需要の高まりを受け、1999 年にアダプティブ・リユース
条例が採択され、セントラル・シティでは大規模な住宅開発が行われている。 
 またウエストレイク・コミュニティ計画によると、セントラル・シティ・ウエストはウ
エストレイクの主要な地域の１つとして位置づけられている。そしてセントラル・シティ・
ウエストの土地利用は、1991 年に採択されたセントラル・シティ・ウエスト特定計画によ
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ってダウンタウンの高密度な商業、住宅開発と均衡を保つように定められた。セントラル・
シティ・ウエストの南側はオフィス利用が多いが、北側は集合住宅が多く活発な開発が行
われていない。しかしセントラル・シティ・ウエストはウエストレイクの中で大きな面積
の空地がある唯一の地域であり、ダウンタウンにも近く、交通の便も良いため、ウエスト
レイクの中で最も商業・住宅開発に適した場所となることが期待されている。 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 3-5 セントラル・シティの各地区１ 
74 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「表ならびに図の出典」参照 
図 3-6 セントラル・シティの各地区２ 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 3-7 セントラル・シティ・ウエスト 
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3-3 ロサンゼルス市の住宅問題 
1999 年 9 月に全国低所得住宅連合(National Low Income Housing Coalition)は全米で住
民が直面している深刻なアフォーダビリティの危機を報告した。ロサンゼルス市ではこれ
を受けて直ちに市議会によって結成されたロサンゼルス住宅危機作業部会(Los Angeles 
Housing Crisis Task Force) が、ロサンゼルスにおけるアフォーダビリティの危機を報告
書“In Short Supply” 20)によって明らかにした。 
この報告書でロサンゼルス住宅危機作業部会は、賃金と住居費のギャップの拡大、住宅
用地の不足、狭隘等を挙げ、住宅危機の調査・分析を行った。それを以下に示す。 
（１） ロサンゼルス市の経済は低賃金労働者によって支えられているが、低賃金労働者の
多くは収入の半分以上を家賃として支払っている。1999 年時点でアパートメントの
2ベッド室を家賃＄766／月で借りるためには1時間＄14.90稼がなければならない。
カリフォルニア最低賃金である 1時間＄5.75 を稼いでいる労働者は、家賃のために
週 100 時間以上働かなければならない。 
 
（２）市のアフォーダブル住宅へのニーズはセクション８の家賃補助に登録した世帯数が
指標となる。市の全世帯の約 10％にのぼる 153,000 世帯が家賃補助に登録している
が、この中で現在セクション８（有資格証書方式とバウチャー方式）による補助を
受けている世帯はその約 1/3 にすぎない。家賃補助は市が発行している 41,000 世帯
の有資格証書・バウチャーに対し、新規の募集が毎年約 3,600 世帯分しかない。そ
のためウェイティングリストの世帯は家賃補助を受けるのに 10年以上待たなければ
ならない。 
 
（３）ロサンゼルス市では建設用地が不足しており、新築住宅の建設はほとんど行われて
いない。1998 年 7 月から 1999 年 6 月の間に、市の人口が 65,000 人増加したが、市
では新たに建設された住戸は 1,940 戸だけだった。市は利用されていない商業地域
77 
を複合用途（mixed use）に変更し、住居地域と商業地域を統合しようとしているが、
建物規定（Building Code）との齟齬が住居と商業の複合利用の障害となっている。 
 
（４）市の全住戸数 130 万戸の住宅ストックの約 30％に当たる 372,000 戸は狭隘の問題が
あり、その内 102,000 戸は深刻な問題があるとされた。過去 10 年間に市の人口が
300,000 人増えたが、住戸数はたった 30,600 戸しか増えなかったため、住宅不足が
狭隘の問題をさらに悪化させている。 
 
（５）市には現在の土地利用の水準では住宅用地はほとんど残されていない。市の 300,005
エーカー（1,214ｋ㎡）の土地総面積の 42％に当たる 124,822 エーカー（505ｋ㎡）
が住居地域となっている。この住居地域の 84％にあたる 104,884 エーカ （ー424ｋ㎡）
は一戸建て住宅に利用されている。そして残りの 16％にあたる 19,938 エーカー（81
ｋ㎡）が分譲住宅を含む集合住宅に利用されている。つまり集合住宅に住む 230 万
人の居住者が住居地域のたった 16％に押し込められ、残りの 84％は 150 万人の一戸
建て居住者のために保有されている。 
 
（６）過去 10 年間に市のアフォーダブル住宅が民間の住宅、商業施設、学校等の新築のた
めに解体され、また連邦と市の補助金の期限切れ、それに伴う家賃上昇等によりア
フォーダブル住宅が市場価格住宅に代わった。毎年、ロサンゼルス市住宅部（Los 
Angeles Housing Department）は 900～1,000 戸のアフォーダブル住戸の建設、改修
に融資しているが、750 戸以上の老朽化したアフォーダブル住戸が解体され、500 戸
以上の補助金付き住戸の家賃が市場価格住戸の家賃まで引き上げられている。 
 
（７）ロサンゼルス市では既存のアフォーダブル住宅が急速に減少しているにもかかわら
ず、連邦、州、市からのアフォーダブル住宅の新築、改修に充てられる予算が縮減さ
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れている。他の都市と比較してみると、ニューヨークはアフォーダブル住宅に人口 1
人当たり＄74.88、シカゴは＄57.89、サンディエゴは＄69.40、サンホセは＄101.87
費やしているのに対し、ロサンゼルスは＄43.16 しか費やしていない。そのため人口
が全米第 2の都市であるにもかかわらずアフォーダブル住宅への支出は低いレベルと
なっている。 
 
この報告書からロサンゼルス市では賃貸住宅利用者が多数を占めているにも関わらず、
賃金上昇を上回る家賃上昇やアフォーダブル住戸ストックの減少により、賃貸住宅のアフ
ォーダビリティが低下し、特に低所得層の家賃の負担が極端に増加したことが分かった。
上記以外にも様々な問題によるアフォーダビリティの低下が狭隘、荒廃、ホームレスの増
加など居住環境に対する危機的状況を引き起こしていることが報告書の中で報告された注
13)。これはロサンゼルス市のアフォーダビリティ問題が単に家賃や住宅不足の問題だけでな
く、居住環境にまで影響を及ぼしていることを示している。 
ロサンゼルス市においてミックスト・インカム住宅が注目されたのは以下の急激なアフ
ォーダブル住宅の期限切れ問題が表面化したためであった。報告書“In Short Supply”で
指摘されたように、ロサンゼルス市では 1960 年代に行われた主に連邦政府の低利融資など
によるアフォーダブル住宅補助が一括返済などにより契約期限を迎えることによって起こ
る、急激なアフォーダブル住戸の減少注14)が懸念された。これはアフォーダブル住宅の期限
切れ問題と呼ばれている。表 3-1 から市における全てのアフォーダブル住戸 53,365 戸の内、
2000 年までに 23,238 戸が期限切れで失われてしまったことが分かる。この中で連邦住宅庁
(Federal Housing Administration)のセクション 221(D)(3), 236(J)(1)によって資金援助
されたアフォーダブル住戸数が特に多く、2005 年までにそれらのほとんどが期限切れにな
ると算定された。1960 年代の住宅政策は表 2-1 に示した。広域機関である南カリフォルニ
ア連合政府 (Southern California Association of Governments)によると市のアフォーダ
ビリティを改善するために 1998 年から 2005 年の 7.5 年間に新規住宅が 60,280 戸（年間
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8,000 戸）必要であり、その内アフォーダブル住戸は年間 3,787 戸が必要であった 19)。そこ
で市は 1998 年から 2005 年にアフォーダブル住宅建設促進のための資金を年間
$100,000,000 計画し、2002 年にアフォーダブル住宅信託基金（Affordable Housing Trust 
Fund）を設立したが、実際は 7.5 年間で$245,845,965 しか集めることができなかった注15)。
そのためアフォーダブル住戸の増加は目標以下の水準にとどまった。 
 連邦政府のアフォーダブル住宅予算が縮小され、アフォーダブル住宅の期限切れ問題が
問題視される中、市は新たなアフォーダブル住戸の供給手法を模索する上でミックスト・
インカム住宅に注目した。1998 年から 2005 年までのゼネラル・プランの住宅エレメント
（General Plan Housing Element）21)ではミックスト・インカム住宅についての記述はなか
った。しかし 2006 年以降の住宅政策に関して住宅エレメント草案（Draft of Housing 
Element）22)の中で、市はミックスト・インカム住宅によるコミュニティの形成を実行する
ことを表明した。但し市のミックスト・インカム住宅に対する政策は建築基準を緩和する
政策のみで、連邦の免税債（tax exempt bond）を推奨する政策が示されただけであった。
また市がミックスト・インカム住宅政策として取り組んだ包括型ゾーニング条例は 2007 年
時点では民間開発業者等の反対を受け否決された。そのため市におけるミックスト・イン
カム住宅の位置づけが高まったが、依然としてミックスト・インカム住宅の政策は上記の
誘導政策にとどまっている。その結果、ロサンゼルス市のミックスト・インカム住宅開発
は市のプログラムによらない民間営利開発業者が主体となっている。 
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表 3-1 ロサンゼルス市におけるアフォーダブル住戸の期限切れ 
主要なプログラム
セクション202/811 638 345 222 527 0 1,732
セクション207 543 0 0 0 0 543
セクション221(D)(3) 3,585 21 0 0 0 3,606
セクション221(D)(4) 949 458 0 0 80 1,487
セクション231 26 0 0 0 0 26
セクション236(J)(1) 10,296 75 0 344 160 10,875
市の債券 1,330 679 624 1,545 188 4,366
CDBG 0 380 64 746 2,234 3,424
CHFA 0 0 0 555 39 594
CRA 2,494 379 1,481 6,682 779 11,815
密度割増 57 38 24 82 1,304 1,505
HOME 338 188 109 1,068 1,063 2,766
土地利用 163 38 0 28 676 905
セクション8-新築 1,491 2,120 757 757 0 5,125
セクション8-その他 1,197 821 558 490 1,305 4,371
その他 131 3 0 75 16 225
合計 23,238 5,545 3,839 12,899 7,844 53,365
出所：LAHD, Affordable Housing Database, March 14, 2001
2010/7/1
以降 不明 合計
期限切れになる
住戸 2000/12/30
以前
2000/12/31
から
2005/6/30
2005/7/1
から
2010/6/30
「表ならびに図の出典」参照 
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表 3-2 カリフォルニア州とロサンゼルス市の住宅政策 
1945 年 カリフォルニアコミュニティ再開発法（ California Community 
Redevelopment Law）施行（1951 年改定） 
1948 年     ロサンゼルス市コミュニティ再開発公社（Community Redevelopment 
Agency of the City of Los Angeles：CRA ）設立 
1978 年   カリフォルニア州提案１３号（Proposition13）による固定資産税の切り
下げ 
1985 年         カリフォルニア州債務制限配分委員会（California Debt Limit Allocation 
Committee：CDLAC）設立 
1995 年     ロサンゼルス市のアフォーダブル住宅インセンティブ・プログラム
（Affordable Housing Incentive Program） 
1999 年     ロサンゼルス市のアダプティブ・リユース条例（Adaptive Reuse Ordinance） 
 
2003 年    ロサンゼルス市の 35％密度ボーナス条例（35％ Density Bonus Ordinance） 
筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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３章 脚注 
表ならびに図の出典 
図 3-1： City of Los Angeles, Department of City Planning, Community Plans,  入手
先〈http://cityplanning.lacity.org/〉, (参照 2010-10-12) 
図 3-2：文献 4-11 から筆者が作成。 
図 3-3：City of Los Angeles, Department of City Planning, Statistical Information, 
SCAG RTP Projection, May 1998 により筆者が作成。 
図 3-4：DCBID, Downtown Los Angeles Housing Information, 2007Q2 により筆者が作成。
アパートメント：賃貸住宅の住戸数、コンドミニアム：分譲住宅の住戸数、アフォーダ
ブル：アフォーダブル住宅の住戸数を指す。 
図 3-5～3-7：筆者により撮影。 
表3-1：文献23, Chapter Ⅲ, pp.2-5。表中のCDBGはコミュニティ開発包括補助金（Community 
Development Block Grant）、CHFA はカリフォルニア住宅金融機関（California Housing 
Finance Agency）による融資を意味する。また文献 25, pp.501-502 によると HOME は 1990
年アフォーダブル住宅法によって設けられた補助金制度である。 
表 3-2：筆者により作成。 
 
注 
注 1) 総事例数は各住宅リストの事例数を加算した。そのため重複分を含む。 
注 2) 文献 4-11。 資料の選定には文献 9を参考にし、ダウンタウンで活動している DCBID、
SRHT、SROHC を加えた。 
注 3) Los Angeles Times, Los Angeles Downtown News, 各 MIH のウェブサイトを参照した。 
注 4) Los Angeles Almanac, Geographic Size & Geographic Coordinates, Places of Los 
Angeles County, 入手先〈http://www.laalmanac.com/geography/ge09.htm〉, (参照
2010-9-14) 
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注 5) 文献 13, p.55 
注 6) 文献 14, p.I-4 
注 7) DCBID のウェブサイト, Downtown Los Angeles Fact Sheet, Downtown Los Angeles 
Housing Units, 4th Quarter 2007, 入手先〈http://www.downtownla.com/〉, (参照
2008-5-15) 
注 8) 文献 15。これによるとアダプティブ・リユースとは現存する荒廃した建物を新しく、
より生産的な目的のために適合させることである。アダプティブ・リユース条例によっ
て現存する建物は新たな賃貸集合住宅、分譲集合住宅、生活／仕事の空間、又はホテル
に容易に転用することができる。 
注 9) 文献 16, p.5 
注 10) 文献 18, p.I-2 
注 11) 文献 21, Figure3-1 
注 12) City of Los Angeles, Department of City Planning のウェブサイトを参照, 入手
先〈http://cityplanning.lacity.org/〉, (参照 2007-7) 
注 13) 文献 3, pp.5-16。岡田徹太郎は、文献 22 に中で近年のアメリカの住宅問題に関し
て建物が欠陥をもつ「居住物件の物理的問題」よりも費用面の問題である「アフォーダ
ビリティ問題」が深刻になってきたとしている。しかし文献 3 はロサンゼルス市のアフ
ォーダビリティ問題は依然として居住環境と大きく関連していることを示している。 
注 14) 文献 23, Chapter Ⅲ, p.2 
注 15) 文献 24, Appendix I, Evaluation of the 1998-2005 Housing Element Policies and 
Programs, p.I-17 
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第３章ではロサンゼルス市の調査対象地域におけるミックスト・インカム住宅を調査し、
ミックスト・インカム住宅が調査対象地域に 15 件あることが分かった。そのミックスト・
インカム住宅 15 件について主要なファンド注1)とその金額、アフォーダブル住戸比率、所得
制限、アフォーダブル住宅契約期限を調査した（表 4-1）。 
本章では調査対象地域におけるミックスト・インカム住宅開発事業が利用しているファ
ンドに注目する。具体的には３章において調査した調査対象地域のミックスト・インカム
住宅のファンド（表 4-1）の適用条件、現地調査及び関係機関から直接得た一次資料をもと
にファンド、アフォーダブル住戸比率、所得制限、アフォーダブル住宅契約期限により事
例を個別に分析することで調査対象地域のミックスト・インカム住宅の開発手法を明らか
にする。本章では調査対象地域のミックスト・インカム住宅は表 4-1 のプロジェクト番号
M1～M15 を使用する。 
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表 4-1 調査対象地域のミックスト・インカム住宅（2007 年） 
No. プロジェクト 完成年 総住戸数(AH住戸数)
主要な
ファンド
主要な
ファンド額 AH住戸比率 対象AMI 契約期限 開発業者
免税債 $52,000,000
CRA ローン $1,000,000
免税債 $50,000,000
CRA ローン $6,400,000
M3 The Met 1990 270(42) CRA ローン $10,500,000 16% 80% 20年 民間営利
80%
120%
50%
80%
120%
50%
80%
免税債 $30,000,000
4%LIHTC $753,500
免税債 $59,000,000
4%LIHTC $3,103,465
M9 The Flat 2005 205(30) NA NA 15% NA NA 民間営利
免税債 $18,500,000
4%LIHTC $8,514,263
40%
50%
免税債 $47,500,000
4%LIHTC $2,647,006
免税債 $47,000,000
4%LIHTC $3,635,000
35%
50%
M15 The YankeeHotel 2005 80(56) 9%LIHTC $9,464,011 70% NA 55年 民間非営利
AH：アフォーダブル住宅，AMI：地域所得中位値，LIHTC：低所得者用住宅税額控除
M1
Promenade
Towers
Apartments
1986 583(86) 15% 80% 30年 民間営利
M2 Grand TowerApartments 1988 372(56) 15% 80% 45年 民間営利
M4
Renaissance
Tower
Apartments
1994 192(29)
50% 40年 民間営利
CRA ローン $3,700,000 15% 30年
M6 2004 251(53)
民間営利
M5
Grand Central
Square
Apartments
1995 121(61) CRA ローン $4,494,900
$4,300,000 21% 55年
The Gas
Company
Lofts
民間営利
M7 Santee Court 2004 165(33) 20% 50% 55年 民間営利
CRA ローン
20% 50% 55年 民間営利M8 Met Lofts 2005 264(53)
M10
Lofts at the
Security
Building
2006 153(31) 20% 50% 55年 民間営利
M11 Hikari 2006 128(26) 免税債 $26,665,712 20% 55年 民間営利
20% 50% 55年 民間営利M12 Glo 2007 201(41)
21% 50% 55年 民間営利M13
Belmont
Station
Apartments
2008 263(54)
NA 民間営利M14 Meera TownHomes 2002 21(16) 9%LIHTC $2,908,700 80%
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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4-1 ファンド 
 調査対象のミックスト・インカム住宅 15 件の内 14 件についてファンドの種類が明らか
になり、その内 8 件については内訳が分かった（表 4-1, 4-2, 4-3）。それによると調査対
象地域におけるミックスト・インカム住宅の主なファンドは低所得者用住宅税額控除(Low 
Income Housing Tax Credit：以下 LIHTC)、免税債、CRA ローンの 3つに分類できる。 
 
（１）低所得者用住宅税額控除（LIHTC） 
低所得者用住宅税額控除は連邦政府によって 1986 年税制改革法(Tax Reform Act)で縮減
された賃貸住宅減価償却の代替として 1989 年までの時限的な制度として導入されたが、そ
の後 1993 年統合予算調整法(Omnibus Budget Reconciliation Act)によって恒常的な制度
へ改編された。低所得者用住宅税額控除は(1)連邦政府の補助を受けない賃貸住宅の新規建
設費用の 70%、(2)連邦政府の補助を受けた賃貸住宅の新規建設費用の 30%又は既存住宅の
取得費用の 30%について、10 年間に渡って税額控除するというものである 21)。税額控除額
を算定するための費用の基準額は財務省(U.S. Department of Treasury)によって毎月現在
価値に修正されるが、単年換算すると(1)は当初費用の約 9%、(2)は約 4%となる。そのため
(1)は 9%LIHTC、(2)は 4%LIHTC と呼ばれている注2)。 
 低所得者用住宅税額控除の特徴は税額控除の権利を投資家に移転できることである。低
所得者用住宅税額控除を利用する多くの開発業者は税額控除の権利を投資家に移転するこ
とによって投資家から資金提供を受け、それで建設費用をまかなっている。図 4-1 によっ
てこの仕組みを見る。 
低所得者用住宅税額控除は内国歳入庁（Internal Revenue Service, IRS）によって管理
され、州の住宅需要に基づき、人口 1 人当たり 1.25 ドル（2001 年から 1.75 ドル）を上限
として毎年の権限が州によって割り当てられる。州は開発業者に低所得者用住宅税額控除
を配分する機関を設立し、この機関に配分の決定権が与えられる（図 4-1 中の（1））。カリ
フォルニア州では州税額控除配分委員会（California Tax Credit Allocation Committee：
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以下 CTCAC）が低所得者用住宅税額控除を割り当てている。低所得者向け賃貸住宅を開発し、
低所得者用住宅税額控除を受けようとする開発業者は計画を CTCAC に提出し、低所得者用
住宅税額控除の申請をしなければならない（図 4-1 中の（2））。低所得者用住宅税額控除の
配分はこの申請書に基づき決められる。開発業者はシンジケータを通してプロジェクトの
出資者（個人・法人投資家）を集い、税額控除を分配する。税額控除は通常、投資家の税
を軽減するのだが、この税額控除が課税額を上回る場合にも税の払い戻しを受けることが
できるため、投資家にも大きなメリットとなる。投資家はプロジェクトの運営に携わる開
発業者のパートナーとしてプロジェクトの建設費に対して出資するが、通常の投資収益の
代わりにこの税額控除を受け取るようになっている。低所得者向け住宅の開発・運営から
投資家に投資利益を分配することは難しい。しかし低所得者用住宅税額控除は投資利益に
代わる税額控除の配分を通じて一般の投資家から広く資金を集めることができるため、低
所得者向けのアフォーダブル住宅の供給を促進するプログラムとして期待されている。 
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居住者
貸し手
ディベロッパー
シンディケータ
法人投資家
内国歳入庁
州住宅局
個人投資家
税額控除
税額控除
資金（出資）資金
（出資）
（2）住宅プロジェク
ト申請
（3）税額控除
（4）税額控除
（1）税額控除
家賃
ローン支払 ローン
資金の流れ
税額控除及びその他の租税補助金
住宅プロジェクト申請
資金（出資）
 
出所：United States General Accounting Office, Tax Credits, Opportunities to Improve Oversight of the 
Low-Income Housing Program, 1997、「表ならびに図の出典」参照 
図 4-1 連邦政府から民間部門への低所得者用住宅税額控除移転の仕組み 
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表 4-2 ミックスト・インカム住宅におけるファンドの内訳 1 
プロジェクト
$30,000,000 $753,500 $1,400,000 $2,550,000 $3,994,764 $2,738,556 $40,036,819
74.9% 1.9%
$53,000,000 $0 $3,000,000 $13,948,732 $69,948,732
75.8% 0.0%
$59,000,000 $3,103,465 $3,000,000 $4,845,267 $69,948,732
84.3% 4.4%
$18,500,000 $0 $4,000,000 $285,420 $0 $2,500,000 $11,152,077 $3,000,000 $39,437,497
46.9% 0.0%
$18,500,000 $8,514,263 $4,000,000 $4,544,838 $878,396 $0 $0 $3,000,000 $39,437,497
46.9% 21.6%
$29,628,569 $0 $29,628,569
100.0%
$26,665,712 $2,962,857 $29,628,569
90.0%
$47,500,000 $2,647,006 $6,252,994 $56,400,000
84.2% 4.7%
$47,500,000 $2,647,006 $6,252,994 $56,400,000
84.2% 4.7%
$47,000,000 $2,181,000 $0 $5,468,000 $1,454,000 $56,103,000
83.8% 3.9%
$47,000,000 $3,635,000 $0 $5,468,000 $0 $56,103,000
83.8% 6.5%
C：建設時(Construction)，P：長期(Permanent)，LIHTC：低所得者用住宅税額控除
Santee Court：商業部分の開発のための$5.5millionを含む
P
C
P
P
C
P
C
ファンド源
C
P
C
Belmont
Station
Apartments
Santee
Court
Met Lofts
Lofts at the
Security
Building
Hikari
Glo
その他免税債%
LIHTC
%
直接・間接
公的ファン
ド
課税債券 合計
- -
- - - -
開発業者
持分
長期ローン
への繰延費
用
ブリッジ
ローン
- -
- - - -
- - - -
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
- -
-
-
- -
-
-
- -
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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表 4-3 ミックスト・インカム住宅におけるファンドの内訳 2 
ファンド源 建設時 長期
$1,516,378 -
- $306,429
$454,503 $635,361
$73,500 $73,500
$424,190 $211,376
$1,026,881 $2,268,786
$3,495,452 $3,495,452
ファンド源 建設時 長期
$4,000,000 -
$1,100,000 $1,100,000
$919,320 $919,320
$320,000 $320,000
- $1,240,000
$133,546 -
$3,922,845 $6,816,391
$10,395,711 $10,395,711
この表から9％LIHTC：連邦 $6906170(66.4%), 州 $2,557,841(24.6%)が割り当てられた
プロジェクト
プロジェクト
Meera Town Homes
Yankee Hotel
この表から9％LIHTC：連邦 $2,908,700(83.2%)が割り当てられた
Wilshire State Bank
California Bank & Trust
ロサンゼルス市 HOME
土地の寄付金
繰延開発業者
報酬
投資者持分
合計
Union Bank
繰延費用と報酬
投資者持分
合計
ロサンゼルス市 HOME
ロサンゼルス市 HTF
FHLB-AHP
ロサンゼルス郡
 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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（２）免税債 
免税債は連邦政府によって 1954 年税法（tax code）の一部として確立された 22)。現在カ
リフォルニア州で免税債を割り当てているカリフォルニア州債務制限配分委員会
（California Debt Limit Allocation Committee：以下 CDLAC）は 1984 年税制改革法で免
税債に上限が定められたのを受け、当時の知事によって 1985 年に設立された注 3)。1999 年
まで免税債は割当総額より高い建設需要を反映し競争率が高く、また当時行われていた申
請順による割当システムが非合理的だったため不評であった。当時の州財務長官（State 
Treasurer）Philip Angelides が 2000 年に現在の点数制にシステムを変更し、アフォーダ
ブル住宅とミックスト・インカム住宅の開発を優遇した注4)。2008 年時点で免税債は CDLAC
によって６つのプログラムに利用されており、その内の１つである適格住居賃貸プログラ
ム（Qualified Residential Rental Program）注 5)がミックスト・インカム住宅開発に使わ
れている。免税債は通常より低利率のファンドであり、民間開発業者は民間投資者に債券
(bond)を販売し、購入した投資者は税額控除を受けられる。さらに免税債を割り当てられ
た建物は申請すれば無条件で 4%LIHTC を受けられる注6)。 
 
（３）CRA によるローン 
1948 年ロサンゼルス市によって設立された公的機関であるロサンゼルス市コミュニティ
再開発公社（Community Redevelopment Agency of the City of Los Angeles：以下 CRA）
は地域の活性化のために再開発を行い、アフォーダブル住宅の供給に努めてきた。その役
割についてカリフォルニア州コミュニティ再開発法（California Community Redevelopment 
Law）の中で、市の低中所得世帯に安全で清潔なアフォーダブル住宅を供給すること、そし
て CRA の歳入の 20%を低中所得向けアフォーダブル住宅の供給を維持、改善、拡大させるた
めに使用することが定められている。CRA ローンは CRA が行う資金援助の一般的な方法であ
るが、その条件はプロジェクト、開発業者、ローンの種類によって変わる注7)。 
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 調査対象地域で免税債を利用しているミックスト・インカム住宅は 8 件と最も多く、特
に 2000 年に免税債の割当システムが改善されてからほとんど全てのミックスト・インカム
住宅に免税債が利用されている(表 4-1)。実際には、建設時から利用できる免税債は 2001
年からミックスト・インカム住宅開発に利用されており、2001 年 M10（Lofts at the Security 
Building）にファンドを支給している。表 4-2 から開発費用に占める免税債の割合は建設
時では 46.9%から 100%、表 4-4 から開発費用に占める建設費用の割合は最も低い M7（Santee 
Court）の 45%から最も高い M8（Met Lofts）の 59.2%となっている。さらに表 4-1 の主要な
ファンド額と表 4-4 の建設費用を比較すると、M10 を除く M7、M8、M11（Hikari）、M12（Glo）、
M13（Belmont Station Apartments）の 5件のミックスト・インカム住宅で免税債のファン
ド額が建設費用を上回っていることが分かる。その結果、免税債がミックスト・インカム
住宅の開発費用の中で大きな割合を占める建設費用をまかなうファンドとなっていると言
える。 
 次に低所得者用住宅税額控除（以下 LIHTC）について、表 4-1 より 9%LIHTC を利用してい
るミックスト・インカム住宅は 2 件しかない。これは 9%LIHTC が免税債と同様に点数制で
あるが、免税債と異なり 9% LIHTC にはミックスト・インカム住宅枠がないことに起因する
注 8)。そのためアフォーダブル住戸数の多い方が点数が高くなり、アフォーダブル住戸数の
少ないミックスト・インカム住宅は 9%LIHTC を獲得するのが難しい注9)。そのため調査対象
地域のミックスト・インカム住宅の事例ではアフォーダブル住戸の割合が大きい M14（Meera 
Town Homes）、M15（Yankee Hotel）だけが 9%LIHTC を獲得したことが分かった。表 4-3 に
よると、M14, M15 の場合、投資者持分（investor equity）から算定された注10)割当金額が
開発費用の大部分(M14：83.2％、M15：91％)を占めている。また表 4-1 より 4%LIHTC を利
用しているミックスト・インカム住宅は 5 件あった。免税債が割り当てられたすべてのミ
ックスト・インカム住宅は申請すれば無条件で 4%LIHTC を受けられるため、免税債を利用
する多くのミックスト・インカム住宅で 4%LIHTC が使われている。表 3-2 よりミックスト・
インカム住宅開発事業のファンド全体における 4%LIHTC の割合は 1.9％から 21.6％（長期）
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となり、免税債と比べて少額であることが分かった。また M11 は免税債が割り当てられた
にも関わらず 4%LIHTC を利用していない。これはファンド全体における免税債の割合が建
設時に 100％であったため、4%LIHTC を利用する必要がなかったものと思われる（表 4-2）。 
CRA ローンについては、1980 年代から 1990 年代にかけて建設されたほとんど全てのミッ
クスト・インカム住宅が利用していたが、2004 年以降ほとんど利用されていないことが分
かる(表 4-1)。これは CRA ローンによる融資金額が免税債に比べて少額であること(表 4-1)、
また CRA ローンが必ずしも低利率であるとは限らないことによると考えられる注11)。そのた
め免税債を利用する方が資金調達の面で有利であり、調査対象地域におけるミックスト・
インカム住宅の主なファンドは CRA ローンから免税債へと移行していると言える。 
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表 4-4 ミックスト・インカム住宅における開発費用の内訳 
ファンドの
用途
$9,953,240 $3,000,000 $4,892,500 $3,270,015 $12,000,000 $8,117,500
$126,500 $2,254,677 $500,000 $1,100,000 - $1,943,802
$18,003,295 $41,398,122 $20,277,822 $14,211,439 $32,500,000 $29,917,567
45.0% 59.2% 51.4% 48.0% 57.6% 53.3%
$932,015 $3,182,436 $1,765,000 $1,815,960 $500,000 $1,345,000
$764,629 $6,224,528 $1,264,873 $1,837,373 $825,000 $2,244,558
$3,665,000 $3,090,000 $2,500,000 $1,000,000 $1,692,000 $2,500,000
$725,170 $1,583,336 $2,184,228 $300,370 $4,470,082 $1,730,000
$1,848,472 $2,152,021 $5,449,112 $1,617,000 $356,250 $2,695,000
$4,743,669 $7,063,612 $603,962 $4,476,412 $4,056,668 $5,609,573
$40,036,819 $69,948,732 $39,437,497 $29,628,569 $56,400,000 $56,103,000
Glo
Belmont
Station
Apartments
Santee
Court Met Lofts
Lofts at the
Security
Building
Hikari
資産計上利子
その他費用(ソフト)
合計
Santee Court：商業部分の開発のための$5.5millionを含む
建築士と技術者への報酬
請負業者諸経費と利益
開発業者報酬
発行費
プロジェクト
土地取得費用
現場と現場外費用
建設費用(ハード)
%
筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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4-2 アフォーダブル住戸比率と所得制限 
 調査対象地域におけるミックスト・インカム住宅の総住戸に対するアフォーダブル住戸
の比率（以下、アフォーダブル住戸比率）を調査した。ミックス・インカム住宅が利用し
ているファンドの適用条件としてアフォーダブル住戸比率が決められている。そこで住戸
数に基づく実際のアフォーダブル住戸比率とファンドの適用条件で決められているアフォ
ーダブル住戸比率を調査し、利用するファンドの変化が与えるアフォーダブル住戸比率へ
の影響を考察した。その結果、調査対象地域におけるミックスト・インカム住宅のアフォ
ーダブル住戸比率は 15%、20%、50%、70%以上の 4 つに分類できた。表 4-1 からアフォーダ
ブル住戸比率が 20%のミックスト・インカム住宅が最も多く、主要なファンドが CRA ローン
から免税債に転換するのに伴い、アフォーダブル住戸比率が 15%から 20%へと変化している
ことが分かった。 
 
（１）CRA ローンの適用条件 
CRA ローンの適用条件は以下の通り。 
(1) 再開発計画地域内の新築・修復された住戸の少なくとも 15%は低所得又は中所得世帯注
12)向けでなければならないと規定されている。 
(2) 光熱費を含む家賃は、低所得世帯では、住戸により家族人数で調整された地域所得中
位値（Area Median Income：以下 AMI）の 60％の所得の 30％と規定されている。また AMI
の 60％を超える所得のある低所得世帯では世帯の総所得の 30％を超えない水準で定めら
れる。中所得世帯では、住戸により家族人数で調整された AMI の 110％の所得の 30％と
規定されている。また AMI の 110％を超える所得のある中所得世帯では世帯の総所得の
30％を超えない水準で定められる注13)。 
 
（２）免税債の適用条件 
 免税債の適用条件は以下の通り。 
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(1)全戸数の内、少なくとも 10%を総所得が AMI の 50%以下の世帯に提供しなければならな
い。 
(2)家賃は市場調査によって明らかにされた比較可能な市場価格住戸の家賃より少なくと
も 10%低価格でなければならない注14)。 
 
（３）低所得者用住宅税額控除（LIHTC）の適用条件 
 低所得者用住宅税額控除の適用条件は以下の通り。 
(1)全戸数の内、少なくとも 20%を AMI の 50%以下の世帯に、あるいは 40%を AMI の 60%以下
の世帯に提供しなければならない。 
(2)光熱費を含む家賃を(1)で定めた世帯の所得制限の 30%以内にしなければならない 21)。 
 
アフォーダブル住戸比率が 15%のミックスト・インカム住宅のファンドは CRA ローン単独
利用、または免税債と CRA ローンの併用となっている(表 4-1)。免税債と CRA ローンの適用
条件を比較すると、所得制限は免税債の方が厳しいが、アフォーダブル住戸比率は CRA ロ
ーンの方が厳しい。実際、表 4-1 を見ると、このアフォーダブル住戸比率のミックスト・
インカム住宅は全て CRA ローンの適用条件に従っていることが分かる。 
アフォーダブル住戸比率が 20%のミックスト・インカム住宅のファンドは主に免税債と
4%LIHTC を併用している(表 4-1)。免税債と 4%LIHTC を併用しているミックスト・インカム
住宅は条件の厳しい低所得者用住宅税額控除の適用条件に従っている。また免税債ではア
フォーダブル住戸比率が高い場合加点されるため、M11 のように免税債のみの適用の場合も
低所得者用住宅税額控除の適用条件が考慮されている注15)。そのためアフォーダブル住戸比
率が 20%のミックスト・インカム住宅の多くは所得制限が AMI の 50%となっており、低所得
者用住宅税額控除の適用条件を満たすように設定されている。このことからアフォーダブ
ル住戸比率が 15%と 20%の場合、ファンドの適用条件がアフォーダブル住戸比率と所得制限
の決定に影響を与えていることが分かる。 
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アフォーダブル住戸比率が 50%のミックスト・インカム住宅は CRA ローンを利用し、適用
条件が 15%であることを考慮すると特にアフォーダブル住戸比率が高い。CRA にその理由を
聞いたが彼らにも理由は分からなかった注16)。 
 アフォーダブル住戸比率が 70%以上のミックスト・インカム住宅は主に 9%LIHTC から資金
を得ている(表 4-1)。M14, M15 は他と異なり市場価格住戸が少ないミックスト・インカム
住宅である。そのため M14 の所得制限は 35%、50%の AMI であり、他のミックスト・インカ
ム住宅に比べて低い所得層を対象としていることが分かった。 
ミックスト・インカム住宅における所得制限別アフォーダブル住戸数は CRA の基準によ
ると超低所得向けが 46.8%、低所得向けが 47.3%でほぼ同数となった (表 4-5)。しかしミッ
クスト・インカム住宅のファンドが CRA ローンから免税債に転換するに伴い、所得制限が
低所得向け（51-80AMI）から超低所得向け（31-50％AMI）のアフォーダブル住戸へと移行
していることが分かった注17) (表 4-1,4-5)。31～50％AMI は超低所得層注18)を指すが、ミッ
クスト・インカム住宅の入居者は単に所得の低い人々を対象にしており、ホームレス等の
社会的弱者を対象にしている NPO によるアフォーダブル住宅の入居者とは明らかに異なっ
ている。そのため近年の家賃上昇に伴い、31～50％AMI の超低所得層の内 NPO のアフォーダ
ブル住宅には入居しない人々の家賃負担が極端に増加しており、市はミックスト・インカ
ム住宅がこの所得層をサポートすることを期待している注19)。 
調査対象地域には SRHT、SROHC 等の NPO によって建設されたアフォーダブル住宅が数多
くある（図 4-2）。これらの入居条件は物件毎に異なるが、地域所得中位値（Area Median 
Income：以下 AMI）が 50%以下や 40％以下の所得者、ホームレス等が対象となっている注20)。 
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表 4-5 ミックスト・インカム住宅における所得制限別アフォーダブル住戸数 
超低所得 低所得 中所得
31-50%AMI 51-80%AMI 81-120%AMI
Promenade Towers Apartments 1986 86
Grand Tower Apartments 1988 56
The Met 1989 42
Renaissance Tower Apartments 1994 19 10
Grand Central Square Apartments 1995 25 12 24
Meera Town Homes 2002 16
The Gas Company Lofts 2004 26 27
Santee Court 2004 33
Met Lofts 2005 53
Lofts at the Security Building 2006 31
Hikari 2006 26
Glo 2007 41
Belmont Station Apartments 2008 54
合計 272 275 34
% 46.8% 47.3% 5.9%
プロジェクト 完成年
 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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図は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
図 4-2 調査対象地域のミックスト・インカム住宅とアフォーダブル住宅（2007 年） 
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4-3 契約期限 
 ファンドの適用条件として設定されたアフォーダブル住戸に対する契約期限について、
1995 年以前は 20 年から 45 年の所得及び家賃制限の期限が設定されていたのに対し、2004
年以降は全て 55 年となっている(表 4-1)。現在 CRA ローンの場合最低期限が 30 年と設定さ
れているが、CRA は一般的に 55 年を要求すると定めている注21）。また免税債の場合、期限は
30 年間または債券を完全に返済した時までと決められている注22）。しかし免税債では 30 年
を超える分は 5年毎に加点されるので注23）、多くのミックスト・インカム住宅は点数を増や
すために期限を最大の 55 年に設定している。これらの期限設定は継続するアフォーダブル
住宅の期限切れ問題に貢献している。 
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4-4 小結 
 これまでの分析を通じて明らかになったことは以下の通りである。 
(1)2007 年調査対象地域のミックスト・インカム住宅は 15 件あり、14 件が営利開発業者に
よる民間開発だった。 
(2)1980 年代に免税債がミックスト・インカム住宅開発に利用されたが継続されなかった。
しかし 2001 年から再び利用され始め、免税債を利用したミックスト・インカム住宅開発
が主流となった。それ以降ミックスト・インカム住宅のファンドが CRA ローンから免税
債へ変化した。 
(3)免税債はミックスト・インカム住宅の開発費用の中で最も大きな割合を占める建設費用
をまかなう重要なファンドとなった。 
(4)アフォーダブル住戸比率、所得制限はファンドの適用条件に影響され、利用されるファ
ンドが CRA ローンから免税債と 4%LIHTC への転換に伴ってアフォーダブル住戸比率と所
得制限の主流はそれぞれ 15%から 20%へ、低所得層、中所得層から超低所得層へ移行した。 
(5) アフォーダブル住宅の期限切れ問題は今後も継続する問題となるため 2004 年以降のミ
ックスト・インカム住宅がアフォーダブル住戸を供給する期限は 55 年とできるだけ長く
設定された。 
 
2007 年調査対象地域のミックスト・インカム住宅は 15 件あり、14 件が営利開発業者に
よる民間開発だった。連邦政府による免税債が利用しやすくなったことにより、かつて難
しかった開発資金の調達が容易になったことが民間営利開発業者の参入を促した。またフ
ァンドの適用条件は調査対象地域のミックスト・インカム住宅事例のアフォーダブル住戸
比率、所得制限、契約期限に影響を与え、アフォーダブル住戸比率が 15%から 20%へ、所得
制限が低所得層、中所得層から超低所得層へ、契約期限が 20～40 年から 55 年へ移行する
など、アフォーダブル住宅不足問題に貢献している。 
このように民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅開発事業は、ファンド等
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を有効に利用し、開発費用の負担を軽減することで、単独のアフォーダブル住宅開発より
も容易に、アフォーダブル住戸を組み込んだ住宅を開発することができる。 
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４章 脚注 
表ならびに図の出典 
表 4-1：文献 1-8 から筆者が作成。住戸数は文献 9 を参照。ファンド、AH 住戸比率、対象
AMI（地域所得中位値）、契約期限、開発業者については文献 9-19 を参照した。開発業者
については各 MIH のウェブサイトも参照した。M13 は 2008 年 8 月に完成、M14 は調査対
象地域外であるがとても近い場所に位置しているため調査対象に含めた。主要なファン
ド額は長期(Permanent)の金額を使用した。 
表 4-2：文献 10-15 から筆者が作成。 
表 4-3：文献 16-17 から筆者が作成。表中の HTF はロサンゼルス市のアフォーダブル住宅信
託基金(Affordable Housing Trust Fund)と思われる。FHLB-AHP は政府支援期間である連
邦住宅貸付銀行(Federal Home Loan Banks)のアフォーダブル住宅プログラム(Affordable 
Housing Program)を意味する。 
表 4-4：文献 10-15 から筆者が作成。 
表 4-5：文献 9, 10, 15, 17-19 から筆者が作成。M9, M15 の内訳は不明。Santee Court の
所得制限の食い違いに対して CRA から適切な回答は得られなかったが、本表ではデータ
の新しさを考慮し CRA のデータを使用した。 
図 4-1：文献 20 から筆者が作成。 
図 4-2：「表ならびに図の出典」図 3-2 参照。 
 
注 
注 1) ファンドはプロジェクトの開発資金を意味する。ファンドという用語は一般的に使用
されており、本論文ではカナ表記とした。 
注 2) William J. Pavao, Executive Director: A Description of California Tax Credit 
Allocation Committee Programs, CTCAC, pp.1-2 
注 3) CDLAC のウェブサイト、Historic Perspective、入手先
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〈http://www.treasurer.ca.gov/cdlac/〉, (参照 2008-6) 
注 4) 文献 23, pp.7-8 
注 5) CDLAC のウェブサイトによると免税債は現在 6 つのプログラムに利用されている。
Qualified Residential Rental Program は the General Pool, Mixed Income Pool, Rural 
project Pool の３つの範疇に分けられている。 
注 6) 文献 22, p.22 
注 7) 2008.7.24, Dave Neubecker, CRA Assistant Project Manager, Downtown Region の
電子メールによる。CRA の役割は文献 24, pp.3, 6, 11, 29、CRA による再開発の仕組み
は文献 25, pp.245-262 を参照。 
注 8) 文献 26, pp.21-30、文献 27, pp.28-34、注 5参照。 
注 9) 文献 28 によると 9%LIHTC が割り当てられる可能性は約 25%である。 
注 10) 文献 16, p.3, 文献 17, p.3 
注 11) 2008.7.24, Dave Neubecker, CRA の電子メールによる。 
注 12) 超低所得:very low-income, 低所得:low-income, 中所得: moderate-income 
注 13) 文献 24, pp.4, 13, また文献 24, pp.7-8 によると超低所得とは 31-50%の AMI（地
域所得中位値）、低所得とは 51-80%の AMI、中所得とは 81-120%の AMI と定められている。 
注 14) 文献 27, p.26 
注 15) 文献 11, p.4 
注 16) 2008.7.25, Dave Neubecker, CRA の電子メールによる。 
注 17) CRA, 2007 Occupancy Income Limits, Revised 2007.4.20 によると 2007 年時点の 2
人家族の場合、超低所得とは世帯の年収が$17,751 から$29,600、低所得とは世帯の年収
が$29,601 から$47,350 を指す。 
注 18) 注 12 参照。 
注 19) 文献 29 によると、2006 年以降の住宅政策に関して住宅エレメント草案（Draft of 
Housing Element）の中で、市はミックスト・インカム住宅によるコミュニティの形成を
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実行することを表明した。 
注 20) ロサンゼルス市の NPO の１つである SRHT のウェブサイトを参照、入手先
〈http://www.skidrow.org/〉, (参照 2010-4) 
注 21) 文献 24, p.14 
注 22) 文献 27, p.26 
注 23) 文献 27, p.29 
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５章ではミックスト・インカム住宅と市場価格住宅やアフォーダブル住宅の立地を比較
することにより、ミックスト・インカム住宅の立地の地理的傾向を明らかにする。そして
建物評価額の比較と現地調査により、主に建物の資産価値、居住環境、維持管理からミッ
クスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸供給手法としての可能性を考察する。 
 
5-1 立地 
 調査対象地域の2007年時点におけるミックスト・インカム住宅（M1～M15は表4-1参照）、
市場価格住宅(1-20 は 1999 年以降建設された市場価格住宅を示す）、アフォーダブル住宅の
立地を地図化した（図 5-1）。その結果ミックスト・インカム住宅はセントラル・シティに
おいて市場価格住宅の多い地区、ヒストリック・コア(Historic Core)、サウス・パーク（South 
Park）に多く位置していることが分かった。これは市場価格住戸比率が高いミックスト・
インカム住宅の場合、アフォーダブル住宅の需要よりも市場価格住宅の需要に大きく依存
しているため、市場価格住宅の需要の大きい地域に多く建設される傾向があると言える。
セントラル・シティ・ウエストはアフォーダブル住宅が多い地域であるが、セントラル・
シティに隣接しているため 1999 年以降市場価格住宅の需要が大きくなり、セントラル・シ
ティと同様に市場価格住宅とミックスト・インカム住宅が共存している。しかしミックス
ト・インカム住宅の中でアフォーダブル住戸比率が高い M14(Meera Town Homes)、M15(The 
Yankee Hotel)は市場価格住宅の多い地域ではなくアフォーダブル住宅の多い地域に位置し
ており、ミックスト・インカム住宅の立地はアフォーダブル住戸比率と関連がある。 
 調査対象地域では市場価格住戸の多いミックスト・インカム住宅が特定の地域に集まっ
て建設されることはなく、市場価格住宅の多い場所で開発が行われている。そのため貧困
の集中が起こりにくく、低所得層から高所得層までがミックスト・インカム住宅建物内だ
けでなく、地理的にも混在して住むという状況が起こっていることが分かる。 
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図は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
図 5-1 調査対象地域の賃貸集合住宅（2007 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
116 
5-2 建物評価額 
調査対象地域におけるミックスト・インカム住宅と市場価格住宅の建物評価額を比較す
ることによってミックスト・インカム住宅の建物の資産価値を分析した(表 5-1, 5-2)。こ
の建物評価額によってミックスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸ストックとしての
価値を精査し、ミックスト・インカム住宅のアフォーダブル住宅供給手法としての可能性
を検討する。 
 カリフォルニア州では 1978 年 6 月 6日、固定資産税の大幅減税と増税の規制に関する憲
法修正を求める住民発案、提案 13 号(Proposition 13) が住民投票により成立した。これ
により土地・建物の評価額は 1975 年 3 月 1日の評価額を基準として、毎年の上昇率を 2 ％
かつ消費者物価上昇率の範囲内とすること、そして 1975 年 3 月 1 日以降、所有者の変更、
建物が新築または増築された場合には評価機関が評価した時価（1 月 1 日現在の市場価値注
1））によって評価が見直されることになった注 2)。そのためロサンゼルス市の評価額は必ず
しも市場価値と一致しない。しかしアダプティブ・リユース条例が施行された 1999 年以降、
ロサンゼルス市の特にセントラル・シティとその周辺で集合住宅の建設ラッシュが始まり、
それに伴って多くの土地・建物の評価額が見直された。そのため市場価値に近いものに更
新された注 3) ミックスト・インカム住宅と市場価格住宅の建物評価額を比較することによっ
てミックスト・インカム住宅の市場価値を相対的に知ることができると考えた。 
 そこで記録日（recording date）が 1999 年以降のミックスト・インカム住宅と市場価格
住宅を単位床面積当りの建物評価額と単位住戸当りの建物評価額それぞれの平均値によっ
て比較した。単位床面積に加え、単位住戸当りの建物評価額も指標に加えたのは、単位住
戸当りの比較は住戸の面積が影響を及ぼすため、ミックスト・インカム住宅の住戸が極端
に小さい場合は住戸数が増え、単位床面積当りの建物評価額が高くても単位住戸当りの建
物評価額が低くなることが予想できるからである。 
さらに単位床面積当りの建物評価額と単位住戸当りの建物評価額について総住戸数との
関係、床面積との関係を表 5-3、表 5-4 の散布図にて表した。 
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表 5-1 ミックスト・インカム住宅の建物評価額（1999 年以降） 
No. プロジェクト 完成年 総住戸数(AH住戸数) 記録日
建物評価額
(IAV)
床面積
(Sq.Ft.) IAV/Sq.Ft. IAV/住戸
ミックスト・
インカム住宅
M6 The GasCompany Lofts 2004 251(53) 02/10/2005 $16,150,000 225,830 $71.51 $64,343
M7 Santee Court 2004 165(33) 07/18/2005 $13,466,560 199,879 $67.37 $81,616
M8 Met Lofts 2005 264(53) 06/28/2005 $40,542,347 269,786 $150.28 $153,569
M9 The Flat 2005 205(30) 07/23/2004 $5,930,280 144,536 $41.03 $28,928
M10
Lofts at the
Security
Building
2006 153(31) 06/25/2002 $9,126,412 214,867 $42.47 $59,650
M11 Hikari 2006 128(26) 12/17/2003 $21,800,660 124,800 $174.68 $170,318
10/19/2004 $19,507,800 134,666 $144.86 $180,628
10/19/2004 $24,001,109 115,301 $208.16 $258,076
M14 Meera TownHomes 2002 21(16) 01/06/1999 $2,956,245 27,816 $106.28 $140,774
M15 The YankeeHotel 2005 80(56) 02/19/2004 $3,529,722 46,846 $75.35 $44,122
平均値 $108.20 $118,202
108
+ (40)
93
M12 Glo 2007
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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表 5-2 市場価格住宅の建物評価額（1999 年以降） 
No. プロジェクト 完成年 総住戸数(AH住戸数) 記録日
建物評価額
(IAV)
床面積
(Sq.Ft.) IAV/Sq.Ft. IAV/住戸
市場価格住宅
1 San FernandoBuilding 2000 70(0) 12/29/1999 $2,190,974 131,161 $16.70 $31,300
2 HellmanBuilding 2000 104(0) 01/07/2000 $554,693 92,028 $6.03 $5,334
3 ContinentalBuilding 2001 56(0) 12/29/1999 $1,808,770 77,032 $23.48 $32,299
4 Spring TowerLofts 2001 38(0) 03/21/2000 $1,165,472 121,274 $9.61 $30,670
5 The Orsini(Phase I) 2003 296(0) 01/29/2001 $48,815,568 358,305 $136.24 $164,917
6 Orpheum Lofts 2003 37(0) 02/01/2002 $4,864,464 98,096 $49.59 $131,472
7 Pegasus 2003 322(0) 08/05/2002 $34,440,000 483,140 $71.28 $106,957
8 City Lights onFig 2004 100(0) 09/02/1999 $14,323,637 92,849 $154.27 $143,236
9 South ParkLofts 2004 56(0) 08/09/2002 $4,109,533 58,686 $70.03 $73,385
10 City Lofts 2004 36(0) 09/24/2003 $2,783,630 45,396 $61.32 $77,323
11 Santa Fe Lofts 2005 135(0) 05/23/2003 $9,845,480 213,560 $46.10 $72,929
12 Pacific ElectricLofts 2005 314(0) 01/16/2004 $14,040,529 388,144 $36.17 $44,715
13 Reserve Lofts 2005 79(0) 02/09/2004 $29,658,280 126,769 $233.96 $375,421
14 1043 SouthGrand 2005 9(0) 01/03/2006 $23,400 7,500 $3.12 $2,600
15 Packard Lofts 2006 116(0) 10/28/2003 $568,679 156,890 $3.62 $4,902
16 Mandel Lofts 2007 55(0) 03/04/2003 $7,951,338 147,916 $53.76 $144,570
17 Main MercantileBuilding 2007 36(0) 03/11/2003 $3,505,874 76,045 $46.10 $97,385
18 Milano Lofts 2007 94(0) 04/01/2005 $14,198,360 131,433 $108.03 $151,046
19 Title GuaranteeBuilding 2007 74(0) 10/14/2005 $5,004,324 111,113 $45.04 $67,626
20 SB Lofts 2007 184(0) 12/06/2005 $8,420,205 188,394 $44.69 $45,762
平均値 $60.96 $90,192
 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
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表 5-3 単位床面積当りの建物評価額と床面積との関係 
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MIH：ミックスト・インカム住宅               ,MRH：市場価格住宅 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
 
表 5-4 単位住戸当りの建物評価額と総住戸数との関係 
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MIH：ミックスト・インカム住宅               ,MRH：市場価格住宅 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
(Sq.Ft.) 
(戸) 
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 表 5-1, 5-2 によるといずれの場合もミックスト・インカム住宅の建物評価額の平均値の
方が高いことが分かった。表 5-3 は単位床面積当りの建物評価額と床面積との関係、表 5-4
は単位住戸当りの建物評価額と総住戸数との関係を表すが、これらの表によって更に詳細
に見てみる。表 5-3 からミックスト・インカム住宅の床面積は大まかに 100,000 平方フィ
ート前後と 200,000 平方フィート前後、市場価格住宅は大まかに 100,000 平方フィート前
後と 400,000 平方フィート前後のそれぞれ２つにグルーピングができた。そして単位床面
積当たりの建物評価額は 100,000 平方フィート前後の市場価格住宅が４つのグループの中
で最も低く、200,000 平方フィート前後のミックスト・インカム住宅と 400,000 平方フィー
ト前後の市場価格住宅が中程度、100,000 平方フィート前後のミックスト・インカム住宅が
４つのグループの中で最も高いことが読み取れた。また表 5-4 からミックスト・インカム
住宅の総住戸数は大まかに 100 戸前後と 200 戸前後の２つにグルーピングできた。また市
場価格住宅の総住戸数は大まかに 50 戸前後と 300 戸前後の２つにグルーピングできた。そ
して単位住戸当りの建物評価額は総住戸数が 100 戸前後のミックスト・インカム住宅が４
つのグループの中で最も高いことが読み取れた。その結果、単位住戸当り、単位床面積当
りのそれぞれの建物評価額の平均値は全体的にミックスト・インカム住宅の方が高くなっ
た。 
ミックスト・インカム住宅と市場価格住宅における建物評価額の平均値の差はミックス
ト・インカム住宅にアフォーダブル住戸が混在している影響であると考えられることから、
ミックスト・インカム住宅における市場価格住戸とアフォーダブル住戸の混合は建物の資
産価値に好影響を与えていると言える。またミックスト・インカム住宅の単位床面積当り
の建物評価額は床面積が 100,000 平方フィート前後、単位住戸当りの建物評価額は総住戸
数が 100 戸前後で高くなっていた。これは住戸密度割増による収益性の向上等の要因が考
えられるが、資産価値の指標は複雑であり、1つの要因に絞ることが難しい。またこの要因
を明らかにするにはより多くの事例が必要であるため、それについては今後の課題とする。
いずれにせよ表 5-3、表 5-4 からもミックスト・インカム住宅は市場価格住宅に劣らない建
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物の資産価値を持っていることが分かった。 
資産価値の高さは一般的に所有者である民間開発業者の利益に結びつく注 4)。高い資産価
値があることによって民間開発業者によるミックスト・インカム住宅開発がさらに促進さ
れれば、ミックスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸増加につながり、アフォーダブ
ル住戸不足の問題に民間力を使って対処することができると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
122 
5-3 現地調査 
 筆者は 2008 年 6 月 24 日～7 月 2 日、2009 年 7 月 9 日～23 日の 2 回、現地を訪問し、ミ
ックスト・インカム住宅 15 件の現地調査とマネージャーからの聞き取り調査を行った。全
15 件における 1 階の主要出入口はオートロック付きで、さらに警備員が常駐している事例
もあり、安全性は保たれていた。維持管理についてもマネージャーが常駐し、アフォーダ
ブル住戸、廊下などの共用部、付帯施設なども清潔に保たれていた。また多くのミックス
ト・インカム住宅はプール、フィットネス、入居者や訪問者が集うことができるラウンジ
や TV モニター付きの娯楽室等の付帯施設が充実していた。調査対象地域のほとんどのミッ
クスト・インカム住宅はアフォーダブル住戸が特定されないように建物内に分散配置され、
市場価格住戸とほとんど変わらない内部仕上、設備となっている。そしてアフォーダブル
住戸の入居者は市場価格住戸の入居者と同様に付帯施設を使用できる。そのため家賃が市
場価格住戸の 30％から 50％に設定された注 5)アフォーダブル住戸入居者にとって多くのメ
リットがあり、一度入居すると長期間賃貸することが多い。このことからミックスト・イ
ンカム住宅におけるアフォーダブル住戸入居者の居住環境はかなり良いと言える。ただし、
調査対象地域のほとんど全てのミックスト・インカム住宅はアフォーダブル住戸枠に対し、
大変多くのアフォーダブル住戸入居応募があり、アフォーダブル住戸を賃貸するためには
ウェイティングリストに登録して通常 2 年以上待たなければ入居できない状況となってい
る。 
調査対象地域のミックスト・インカム住宅の M1-M13 における市場価格住戸の家賃は安価
ではない。現地のミックスト・インカム住宅にて収集した資料によると 2008 年市場価格住
戸の 1ヶ月の最低家賃は$900-$999 が 1 件、$1,000-$1,499 が 5 件、$1,500-1,999 が 7 件と
高額となっている。それにもかかわらず住宅不足を反映して市場価格住戸も人気が高く、
空室は少なかった。 
一般的にアフォーダブル住宅が荒廃を連想させる悪いイメージを持っているため、民間
開発業者は市場価格住宅にアフォーダブル住戸を組み込むことに抵抗がある 19)。しかし実
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際はミックスト・インカム住宅では市場価格住宅並みに維持管理が良く、アフォーダブル
住宅に起こりがちな荒廃などの問題は生じておらず、運営面でも問題は見られなかった。 
そのため現地調査では、市場価格住戸とアフォーダブル住戸が混合しているミックス
ト・インカム住宅のアフォーダブル住戸入居者の居住環境と維持管理はアフォーダブル住
宅単独の場合と比べてとても良く、ミックスト・インカム住宅の市場価格住戸とアフォー
ダブル住戸の混合は良好であると言える。 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 5-2 ミックスト・インカム住宅の付帯施設１ 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 5-3 ミックスト・インカム住宅の付帯施設２ 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 5-4 ミックスト・インカム住宅の住戸１ 
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「表ならびに図の出典」参照 
図 5-5 ミックスト・インカム住宅の住戸２ 
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5-4 小結 
 これまでの分析を通じて明らかになったことは以下の通りである。 
(1)ミックスト・インカム住宅の地理的位置はアフォーダブル住戸比率に影響し、市場価格
住宅の多い場所はアフォーダブル住戸比率の低いミックスト・インカム住宅が位置してい
た。 
(2)1999 年以降建設されたミックスト・インカム住宅の建物評価額の平均値は、単位床面積
と単位住戸当たりのいずれも市場価格住宅より高かった。 
(3)床面積 100,000 平方フィート前後、総住戸数 100 戸前後のミックスト・インカム住宅の
単位住戸・単位床面積当たりの建物評価額は市場価格住宅に比べ、やや高い傾向にあった。 
(4)現地調査によるとミックスト・インカム住宅におけるアフォーダブル住戸入居者の居住
環境はかなり良かった。また入居状況、維持管理、運営の面からミックスト・インカム住
宅の市場価格住戸とアフォーダブル住戸の混合は良好であった。 
 
ミックスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸供給手法としての可能性は、異なる所
得階層の混在、ミックスト・インカム住宅の建物の資産価値、アフォーダブル住戸入居者
の居住環境、維持管理等に対して認められた。しかしミックスト・インカム住宅のアフォ
ーダブル住戸入居待ちの状況を考慮するとミックスト・インカム住宅によるアフォーダブ
ル住戸は需要に対して供給が少なく、更なるアフォーダビリティ問題の改善のために安定
したミックスト・インカム住宅の開発が望まれる。 
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５章 脚注 
表ならびに図の出典 
表 5-1,5-2：文献 1-8 から筆者が作成。記録日 (recording date), 建物評価額 (improvement 
assessed value), 建物の床面積 (square footage) は文献 9を参照。M6 は床面積が不明だ
ったため、文献 1 を参照した。表 5-1, 5-2 では記録日が 1999 年以降の建物評価額を比較
した。 
表 5-3, 5-4：表 5-1、5-2 より作成。 
図 5-1：「表ならびに図の出典」図 3-2 参照。図中の番号は表 4-1 の番号に対応する。 
図 5-2～5-5：筆者により撮影。 
 
注 
注 1) U.S. Census Bureau: Section 8 State and Local government Finances and Employment, 
Statistical Abstract of the United States, 2002, p.290, Table434 Residential 
Property Tax Rates for Largest City in Each State: 2000 は評価額が市場価値の 100%
であることを示す。 
注 2)文献 10, pp.52-59 
注 3) 文献 11, pp.7-9、1978 年前後の土地・建物評価額は再評価の時期によって不公平が
生まれるが、換言すると本論文のように近年再評価された評価額は市場価値との差が小
さい。 
注 4)文献 12, Ⅲ 土地利用規制, pp.463-465。この中で渡辺卓美は不動産価格の形成過程
を示し、どのように開発利益が生まれるかを説明している。 
注 5)文献 13-18 参照。 
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6-1 アフォーダブル住宅インセンティブ 
 アメリカでは 1980 年代に連邦政府が公共住宅の新規建設や大規模修復のための補助金を
原則廃止し、低所得者向け住宅政策をセクション 8 注 1)による家賃補助に転換したことが住
宅需要を高めたが、アフォーダブル住宅の供給を民間市場に依存したため、結果的にアフ
ォーダブル住宅のストックの減少を促し、アフォーダビリティを悪化させた 16)。その後 CDC
（Community-based Development Corporation）と呼ばれる低所得者が多い地域を対象に住
宅供給等により低所得者を支援する NPO のアフォーダブル住宅開発が活発化したが、CDC に
よるアフォーダブル住宅はホームレス等の超低所得層を対象としたものであるため、超低
所得層よりも少し上の所得層である低中所得層向けのアフォーダブル住宅不足は依然、期
限切れの問題もあり深刻化している。そのため市場価格住宅にアフォーダブル住戸を組み
込むミックスト・インカム住宅はセクション 8 による家賃補助に代わるアフォーダブル住
戸供給手法として期待されている。しかしアフォーダブル住宅に対する大きな需要があっ
ても、民間営利開発業者にとってアフォーダブル住宅開発は補助金なしでは採算の確保が
難しく、事業として成立しにくい 16)。そのため民間営利開発業者によるアフォーダブル住
戸を組み込んだミックスト・インカム住宅の開発を促進させるためには公的な補助金に加
え、事業採算性を高めるためのインセンティブ（規制緩和）が必要になると思われる。そ
こで調査対象地域のミックスト・インカム住宅が利用しているインセンティブを調査した。 
セントラル・シティでは一般的に階数や高さ、容積率、住戸密度等は市の都市計画で定
められ注 2)、加えてそれらはロサンゼルス市コミュニティ再開発公社（以下 CRA）の再開発
計画により再開発計画地域ごとに制限されている。CRA は 1948 年にロサンゼルス市によっ
て設立された公的機関であり、地域の活性化のために再開発を行い、アフォーダブル住宅
の供給に努めてきた。セントラル・シティにおける CRA の再開発計画地域は 7 つあり、本
論文に関連する再開発計画地域はバンカー・ヒル(Bunker Hill)、セントラル・ビジネス地
区(Central Business District)、シティ・センター(City Center)、リトル・トーキョー
(Little Tokyo)で、それぞれの地域において再開発計画が採択されている注 3)。またセント
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ラル・シティ・ウエストでは市の都市計画により定められる内容が特定計画（Specific Plan）
によって規定されている。特定計画は市民からの強い要望がある場合に、市や郡が特定の
地区の問題に対処するために定められ、法的な見地ではゾーニング条例に近いと認識され
ている 17)。セントラル・シティ・ウエスト特定計画 11)では高さ、容積率、アフォーダブル
住戸の付置義務、住戸の寝室数等が規定されている。しかしセントラル・シティ・ウエス
トは CRA の再開発計画地域には含まれていない注4)。 
 表 6-1 によると調査対象地域のミックスト・インカム住宅の新築事例 8件の内、6件にお
いて住戸密度（housing density）の割増が認められた。住戸密度割増は密度ボーナス
(Density Bonus)と呼ばれ、建物にアフォーダブル住戸を組み込む際に与えられるインセン
ティブであることが分かった。1980 年代に施行されたカリフォルニア州の密度ボーナス法
(State Density Bonus Law)に加え、ロサンゼルス市ではアフォーダブル住宅のインセンテ
ィブとして規定の住戸数に対し 25％の割増を認めるアフォーダブル住宅インセンティブ・
プログラム(Affordable Housing Incentive Program, 1995 年採択)があり、更に鉄道の駅
や主要なバス停等に隣接している場合、規定の住戸数に対し 35％の割増まで認める 35%密
度ボーナス条例(35% Density Bonus Ordinance, 2003 年採択)が追加された注5)。 
また 1 件において CRA 再開発計画による容積率割増が認められた。しかし容積率割増は
アフォーダブル住戸のために与えられるインセンティブではないことが分かった注6)。 
ロサンゼルス市で 1999 年に採択され、老朽化した建物を住宅に転用することを容易にし
たアダプティブ・リユース条例は、インセンティブの１つとして住戸密度の上限を廃止し
たため、アダプティブ・リユース条例の適用事例は住戸密度の割増を行っていると思われ
るが、ミックスト・インカム住宅に特化したものではない。 
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表 6-1 民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅 
No 建物名
完成
年
工事
種別
階数
全住
戸数
(AH
住戸
数)
敷地面積
SF：
square
feet
ac：acre
延床面積
SF：
square
feet
法定
容積率
計画
容積率
法定住
戸密度
[戸
/acre]
住戸
上限
全住
戸数
/住
戸上
限
住
戸
密
度
割
増
の
有
無
高さ制限 アフォーダブル住戸の規定
住棟
平面型
基準階
平面型
全体
住戸タイプ
内訳
(PH除く)
S：スタジオ
1B：1ベッド室
2B：2ベッド室
3B：3ベッド室
基準階
住戸タイプ
内訳
S：スタジオ
1B：1ベッド室
2B：2ベッド室
3B：3ベッド室
界壁
計画
住戸
密度/
階数
[戸
/acre
階]
MN1
Promenade
Towers
Apartments
1986
新築 19F
595
(89)
173,804SF
(3.99ac) NA 1300% NA 108 430戸 138% 有 無制限 規定なし
囲み型
(ロ字型)
中廊下
型
S: 100(17%)
1B:261(44%)
2B:234(39%)
計:595(100%)
NA 直線 7.8
MN2 Grand TowerApartments
1988
新築 27F
391
(59)
59,677SF
(1.37ac) 682,553SF 1300% 1144% 217 297戸 132% 有 無制限 規定なし 板状型
中廊下
型
S:　72(18%)
1B:262(67%)
2B: 57(15%)
計:391(100%)
S:   4(23%)
1B: 10(59%)
2B:  3(18%)
計: 17(100%)
凸凹 10.6
MN3 The Met 1989新築 14F
270
(41)
73,181SF
(1.68ac) 457,855SF 600% 626% 217 364戸 74% 無 規定なし 規定なし 板状型
中廊下
型
S:  85(32%)
1B: 71(26%)
2B:114(42%)
計:270(100%)
S:   6(32%)
1B:  4(21%)
2B:  9(47%)
計: 19(100%)
直線 11.5
MN4
Renaissance
Tower
Apartments
1994
新築 16F
204
(31)
37,520SF
(0.861ac) 193,061SF 600% 515% 217 186戸 110% 有 規定なし 規定なし 板状型
中廊下
型
S:  61(30%)
1B:108(53%)
2B: 34(17%)
計:203(100%)
NA NA 14.8
MN5 Met Lofts 2005新築 7F
264
(52)
50,920SF
(1.169ac) 276,710SF 600% 543% 217 253戸 104% 有 規定なし 規定なし
囲み型
(コ字型)
中廊下
型
S: 150(57%)
1B: 25(9%)
2B: 89(34%)
計:264(100%)
S:  21(57%)
1B:  4(11%)
2B: 12(32%)
計: 37(100%)
凸凹 32.3
MN6 Hikari 2006新築 5F
128
(26)
42,160SF
(0.968ac) 124,800SF 600% 296% 108 104戸 123% 有 30階
・低中所得住戸
付置義務
・住戸の20％の
低所得向け義務
囲み型
(L字型)
中廊下
型
S:  29(23%)
1B: 59(46%)
2B: 40(31%)
計:128(100%)
S:   6(23%)
1B: 12(46%)
2B:  8(31%)
計: 26(100%)
凸凹 26.4
MN7 Glo 2007新築
5F
6F
201
(40)
敷地1:
35,370SF
(0.812ac)
敷地2:
32,740SF
(0.752ac)
敷地1:
211,758SF
敷地2:
115,301SF
600% 480％(平均) 108 168戸 120% 有
海抜
1218feet
(GL=410
feet）
・低所得住戸付
置義務
・低所得住戸の
30％は2B以上
囲み型
(コ字型)
中廊下
型
S:   4(2%)
1B: 72(36%)
2B:106(53%)
3B: 19(9%)
計:201(100%)
S:   1(2%)
1B: 15(36%)
2B: 22(52%)
3B:  4(10%)
計: 42(100%)
直線 25.7
MN8
Belmont
Station
Apartments
2008
新築 5F
275
(55)
104,980SF
(2.41ac) 273,614SF 750% 261% 217 522戸 53% 無
海抜
1218feet
(GL=337
feet）
・低所得住戸付
置義務
・低所得住戸の
30％は2B以上
囲み型
(ロ字型) 回廊型
S:  30(11%)
1B:108(40%)
2B:135(49%)
計:273(100%)
S:   8(12%)
1B: 26(39%)
2B: 31(47%)
他:  1(2%)
計: 66(100%)
直線 22.8
表は筆者により作成、AH：アフォーダブル住宅、PH：ペントハウス、「表ならびに図の出典」参照。
ミックスト・インカム住宅
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6-2 建築計画におけるインセンティブの影響 
インセンティブが建築計画にどのような影響を与えているのかを調査・分析した。ミッ
クスト・インカム住宅の建築計画におけるアフォーダブル住宅政策の影響は次の 3 点が想
定できる。１）住戸密度の割増等のインセンティブの影響、２）アフォーダブル住宅開発
のためのガイドラインの影響、３）住棟内のアフォーダブル住戸配置の仕方。その中でイ
ンセンティブは、民間営利開発業者に対し経済的メリットを与え、民間営利開発業者によ
るミックスト・インカム住宅を促進するために最も影響が大きいと考えられることから、
本論文では１）について調査・分析を行った。この住戸密度は日本にはない考え方で、敷
地面積１エーカー（acre）当たりの住戸数の上限が決められており、単位住戸当たりの最
小敷地面積で示されることもある注7)。 
住戸密度の割増等のインセンティブは容積率を増やさずに住戸数を増加させるため、建
物の階数、基準階平面型、または間口狭小化等の住戸平面に影響を与えると考えられる。
この影響を分析するためには、既存建物を再利用した事例は建物による制約が大きく、イ
ンセンティブの影響が建物条件により変わることが予想できるため、計画段階からアフォ
ーダブル住戸を組み込むことが想定されている新築事例を分析対象として取り上げること
が適切であると思われる。そのためアダプティブ・リユース条例による住戸密度割増の適
用事例は取り上げないこととする。 
 
6-2-1 階数への影響 
調査対象地域内の建物の高さと階数の制限について調査し、各事例における階数と容積
率の関係を考察した。各事例は表 6-1 の通り MN1～8 により表記する。それによるとセント
ラル・シティにおける市の都市計画では建物の高さが制限されていなかった。また CRA 再
開発計画ではリトル・トーキョー再開発計画により MN6（Hikari）の階数は 30 階以下と定
められていた。セントラル・シティ・ウエストでは特定計画により建物の高さ制限が海抜
1,218 フィート（371ｍ）であった。ちなみに地盤レベルは MN7（Glo）が 410 フィート（125
138 
ｍ）、MN8（Belmont Station Apartments）が 337 フィート（103ｍ）となっており、調査対
象地域では建物の高さが都市計画の制約を受けることは無かった。 
表 6-1 によると完成年が 1994 年以前と 2005 年以降では階数が大きく変化していること
が分かった。1994 年以前に竣工した新築事例では MN1（Promenade Towers Apartments）、
MN2（Grand Tower Apartments）の建設当時の都市計画による法定容積率はいずれも 1300％
であった注 8)。この 2 事例には住戸密度を割増できる密度ボーナスが適用され、容積率の割
増はないもののそれぞれ 19 階建て、27 階建てとなっている。これらの事例は法定容積率を
考慮すると 13 階程度の階数による計画も可能であったと思われるが、実際は建物の階数を
増やし、建物は中高層化されたことが分かった。ロサンゼルス市のダウンタウン・デザイ
ン・ガイドライン 19)において階数は、6 階までは低層(Low-rise)、7 階～20 階までは中層
(Mid-rise)、21 階以上は高層(High-rise)と定義されている。また MN4（Renaissance Tower 
Apartments）の法定容積率は CRA 再開発計画による 600％であった。そしてこの事例も密度
ボーナスが適用され、16 階建てとなっており、同様に建物が中層化された。容積率の割増
は MN3（The Met）において見られた。MN3 は法定容積率 600％に対し、容積率 626％、14
階建てであった。この場合、容積率の割増が 26％しかなく、階数増加の影響を見るには割
増が小さすぎるが、法定容積率を考慮すると MN4 と同様に建物が中層化されたことが分か
った。その結果 1994 年以前のミックスト・インカム住宅は中高層化したことが分かった。 
しかし 2005 年以降に竣工した新築事例の建物は低中層化したことが分かった。表 5-1 に
よると 2005 年以降に竣工した新築事例は MN5（Met Lofts）、MN6、MN7、MN8 の 4 件あった。
MN5 と MN6 はセントラル・シティに位置し、法定容積率はいずれも 600％であった。そして
いずれの事例も密度ボーナスが適用され、それぞれ 7階建て、5階建てであった。また MN7
と MN8 はセントラル・シティ・ウエストに位置し、法定容積率はそれぞれ 600％と 750％で
あった。そして密度ボーナスが適用され、それぞれ 6 階建てと 5 階建てであった。一般的
に民間営利開発業者の場合、計画建物の収益性を高めるために床面積をできるだけ大きく
確保し、容積率を法定容積率まで消化することが多い。しかし MN5～8 の法定容積率が 600％
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であるのに対し、計画された建物の容積率（以下、計画容積率）は 261％～543％となって
おり、法定容積率を消化していないことが分かった（表 6-1）。そのため容積率を消化する
ために階数を増やし、より高層化することが可能であったにも関わらず高層化しなかった
ことが分かる。 
階数と建築面積は反比例の関係にあり、例えば法定容積率が 600％で計画建物の建蔽率が
100％に近い場合、最大で 6 階建てとなり、建蔽率が 50％ならば、12 階まで建てられるこ
とになる。住戸密度が割増される場合、同時に容積率の割増があれば階数を増やすことで
割増された住戸を配置できるが、容積率の割増がなければ建築面積を小さくしなければ階
数を増やすことができない。加えて容積率の割増が無い場合、住戸配置を効率化し、住戸
割増分の専有部床面積を捻出しなければならない。一般的に階数が増えると共用部床面積
が増加するため、住戸密度割増があって容積率割増がない場合は専有部床面積を増やすた
めに階数を増やして高層化するメリットがほとんどない。その結果 2005 年以降の事例では
1994 年以前に比べ、住戸配置の効率化が重視され、建物が中低層化したと思われる。一方
1994 年以前の事例では、2005 年以降の事例に比べて、計画容積率が法定容積率に近いこと
が分かった（表 6-1）。そのため階数を増やすことで延床面積は増えるものの、基準階の住
戸配置に余裕が生まれるというメリットがあったと思われる。図 6-1 から MN3 と MN5 の基
準階平面図を比較すると住戸配置の効率化の程度が界壁の形状等から見てとれる。中低層
化による住戸配置の効率化は「6-3 界壁への影響」において詳しく述べる。 
建築面積の代わりにミックスト・インカム住宅の新築事例の住棟平面型を見ると 1994 年
以前は板状型が 3 件あり、囲み型は 1 件しかなかったが、2005 年以降、囲み型が 4 件全て
に使われたことが分かった（表 6-1, 表 6-2）。現地調査によりこれらの囲み型事例は明ら
かに板状型事例より建蔽率が高く、密度ボーナスによって住戸密度が緩和されたミックス
ト・インカム住宅は 2005 年以降、囲み型を採用して階数を抑えたと言える。 
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表 6-2 住棟平面の類型化 
 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
図 6-1 ミックスト・インカム住宅の基準階平面図 
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図は筆者により作成、「表ならびに図の出典」参照 
図 6-2 調査対象地域のミックスト・インカム住宅 
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6-2-2 基準階平面型への影響 
アメリカの住戸タイプは一般的に 1ベッド室（1Bedroom）、2ベッド室（2Bedroom）、3ベ
ッド室（3Bedroom）のように寝室の数で分類され、寝室が仕切られていない住戸はスタジ
オ（Studio）と呼ばれている。ミックスト・インカム住宅の新築事例の住戸タイプはスタ
ジオ、1 ベッド室、2 ベッド室、3 ベッド室の 4 種類が見られた。そこで全体住戸タイプ内
訳と基準階住戸タイプ内訳を比較すると、基準階の住戸タイプの比率が建物全体の住戸タ
イプの比率に近いことが分かった（表 6-1）。加えて現地調査時のマネージャーへのインタ
ビューから各階平面図が等しく計画されていることが多いことが分かった。そのため基準
階平面図によってインセンティブの影響を検討することにする。 
表 6-1 からミックスト・インカム住宅の新築事例は中廊下型が主流であることが分かっ
た。また計画容積率は法定容積率に対し余裕があるが、計画住戸密度は法定住戸密度の上
限に達している事例が多いことが分かった。特に MN6 の場合は密度ボーナスを使っても容
積率が法定容積率の半分にも達していなかった。容積率に余裕があることは、建物を更に
高層化できることを意味するが、MN6 の階数は低く抑えられている。このことから「6-2-1 階
数への影響」にて検討した通り、2005 年以降のミックスト・インカム住宅は階数が低く抑
えられていたが、それは中廊下型によって割増住戸を含めた住戸が基準階に効率よく配置
されたためであったと思われる。具体的に基準階の住戸数を見ると 1994 年以前の事例では
17 戸、19 戸であったのに比べ、2005 年以降の事例では 26 戸から 66 戸となり大幅に増加し
た。このことから 2005 年以降では基準階の住戸数を最大化することによって、できるだけ
階数を抑えていることが分かった。そして基準階平面図を見ると基準階の住戸数が増加す
るに従って、単純な中廊下型から L 字やコ字に折れ曲がった中廊下型、さらに回廊状の中
廊下型注9)へと変化していることが分かった（図 6-1）。一方、容積率の割増がある MN3 は容
積率 626％に対して 14 階建てとなっており、中廊下型の建物が中層化した事例である。基
準階平面図によって MN3 を、階数を低く抑え効率よく住戸を配置した MN5, MN6 と比較する
と MN3 は廊下が短く、界壁が直線で計画されており、平面上の違いが見られた（図 6-1）。 
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6-2-3 界壁への影響 
調査対象地域のミックスト・インカム住宅では基準階平面型に中廊下型が採用され、特
に 2005 年以降、建物の低層化に伴い、基準階に住戸が効率的に配置された。その結果、ミ
ックスト・インカム住宅に特徴的な住戸平面が見られた。ミックスト・インカム住宅は密
度ボーナスの住戸割増により、さらに多くの住戸を同一階に配置することが可能となり、
その結果、住戸間口の狭小化を引き起こすことが予想できた。しかし実際に住戸平面を分
析すると、単純に間口の狭小化が見られるのではなく、MN2、MN5、MN6 において界壁が凸凹
した住戸平面（以下、凸凹型平面）が見られることが分かった。 
ロサンゼルス市の建物規定（Building Code）によると、部屋の床面積の少なくとも 1/15
の窓またはスカイライト面積が自然光を取り入れるために使用されなければならないと規
定されている注 10)。１住戸に複数の部屋がある場合はそれぞれの部屋に採光が必要となる。
そのため採光の規定により、密度ボーナスの住戸割増によって住戸間口を狭小化するには
限界があると思われる。 
調査対象地域のミックスト・インカム住宅事例の基準階住戸タイプ内訳を調査すると、
１ベッド室、2 ベッド室の割合が比較的高いことが分かった（表 6-1）。またセントラル・
シティ・ウエストでは特定計画により低所得向けのアフォーダブル住戸の 30％は 2 ベッド
室またはそれ以上の寝室を持つ部屋にしなければならないと規定され、MN7、MN8 が該当す
る。 
調査対象地域のミックスト・インカム住宅では民間開発業者は住戸割増のため基準階に
より多くの住戸を計画することに加え、基準階に１ベッド室や２ベッド室等の多様な住戸
タイプを配置することと、各寝室の採光のために住戸間口をある程度確保することが求め
られた。そこで民間開発業者は MN5 のように採光を確保しながら１ベッド室、2ベッド室な
どの寝室数の多い住戸とワンルームタイプのスタジオを組み合わせる等の工夫を行った。
その結果、ミックスト・インカム住宅で凸凹型住戸が見られるようになった注11)。 
さらに詳細に住戸密度と階数の関係について見ると、計画建物の住戸密度が高く、階数
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が低いほど基準階に配置する住戸数が増えるため住戸配置の効率性が高くなると言える。
これを比較するために計画された住戸密度を階数で割った値（以下、計画住戸密度／階）
を用いる。この値は敷地面積 1 エーカー当たりの基準階の住戸数を表し、住戸密度に階数
の影響が反映される。これによって階数が少ない低層の建物で住戸密度が高い場合、この
値が大きくなり、凸凹型界壁等によって住戸配置の効率性を高める必要がでてくると言え
る。表 6-1 から計画住戸密度／階の値が高い２事例の界壁が凸凹型であることが分かった。
これにより MN5、MN6 は計画住戸密度／階の値が高く、基準階に多くの住戸を配置するため
に凸凹型界壁を利用して住戸配置の効率性を高めたと言える。一方 MN2 は界壁が凸凹型で
あるが、計画住戸密度／階の値はあまり高くなかった。これについて MN2 は法定容積率
1300％に対し計画容積率が 1144％、階数が 27 階であり、住戸密度の割増が 32％と大きか
ったため、基準階の効率性よりも住戸配置に余裕を持たせることを優先させ、高層化した
と思われる。また MN7、MN8 は計画住戸密度／階の値が高いが凸凹型界壁ではなかったこと
は基準階住戸タイプ内訳からスタジオの比率が極端に小さく、1ベッド室や 2ベッド室とス
タジオを組み合わせるメリットが生まれなかったことが一因として考えられる。そのため
住戸配置の効率性が低い場合にも界壁に凸凹型が見られるが、住戸配置の効率性が高く、
多様な住戸タイプが基準階に配置されている場合、界壁は凸凹型になる可能性が高まるた
め、界壁の形状は基準階における住戸配置の効率性と多様な住戸タイプから影響を受ける
と言える。 
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6-3 小結 
６章では、民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅の新築事例 8 件の内 6 件
において住戸密度の割増が認められた。またインセンティブの影響により、2005 年以降に
建設された民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅において高さを抑えた計画
を行っていたことが分かった。そして住棟平面型は囲み型で、基準階の住戸配置は中廊下
型とした計画が多く、容積率の増加を抑えながら、多くの住戸が基準階に効率良く配置さ
れていることが分かった。さらにミックスト・インカム住宅は密度ボーナスの住戸割増と
住戸タイプの多様化により、異なる住戸タイプの住戸が同一階に多数配置された場合、界
壁への影響として単純な住戸間口の狭小化ではなく、MN2、MN5、MN6 のように界壁が凸凹し
た住戸平面（以下、凸凹型平面）が見られることが分かった。 
凸凹型平面は平面図レベルでは認識できるが、現地調査により実際に住戸内を訪れると、
その住戸が凸凹型平面を持っているかどうかはほとんど分らないようになっていた。この
ことはミックスト・インカム住宅が一般の市場価格住戸を総住戸数の約 80％含んでいるた
め、設計者が計画段階から入念な建築計画を行いミックスト・インカム住宅の設計を行っ
ていると思われる。また現地調査により、階数を抑えた囲み型住棟の計画は、棟の中央に
プール等を備え、中庭が充実するなど、低中層化を生かした良好な居住環境を形成してい
ることが分かった。また基準階における住戸配置の工夫が凸凹型住戸となり、これによっ
て住戸平面のバリエーションが増加し、入居希望者が選択できる間取りの種類が増えてい
る。 
 そのため民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅開発に広く利用されている
住戸密度割増というインセンティブが、住戸配置の効率化を促し、階数、基準階平面型、
界壁に対し影響を与えていることが読み取れた。そしてそれらの影響は居住環境に対し良
い方向に働いているように見える。 
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６章 脚注 
表ならびに図の出典 
表 6-1：文献 1-8 から筆者が作成。全住戸数とその内訳は文献 9 を参照。敷地面積は Los 
Angeles County, Office of the Assessor, Property Maps and Data 参 照 、
〈http://assessor.lacounty.gov/〉(参照 2008-3)。延床面積はロサンゼルス市建築安全
部(City of Los Angeles Department of Building and Safety)発行の建築許可申請書
(Application for Building Permit)を参照。法定容積率、住戸密度は ZIMAS (Zoning 
Information and Map Access System), 入手先〈http://zimas.lacity.org/〉(参照 2008-3) 
と文献 10 から割り出した。併せて特定計画は文献 11、CRA 再開発計画は文献 12-15 を参
照した。各事例の住棟平面型、基準階平面図、住戸平面図は 2008 年 6 月 24 日～7月 2日、
2009 年 7 月 9日～23 日に行った 2回の現地調査により入手し、各事例のウェブサイトに
より補完した。MN8 は 2007 年時点では建設中だったが前稿と同様に調査対象に含めた。 
表 6-2：基準階平面図から筆者が作成。 
図 6-1：基準階平面図は 2回の現地調査と各事例のウェブサイトから入手した。階数、容積
率、基準階住戸数は表 6-1 を参照した。 
図 6-2：文献 1-8 から筆者が作成。写真は MN5 を除き筆者が現地調査時に撮影した。MN5 は
事例のウェブページから入手した。図中番号は表 6-1 の番号に対応する。 
 
注 
注 1) 文献 16 によると制定当初のセクション 8 は低所得者向け住宅の供給を促進するため
に新規建設、住宅修復、家賃補助を含む総合的な施策であったが、1980 年代のレーガン
政権時に家賃補助中心の政策に転換された。 
注 2) 市のゾーニングについては ZIMAS (Zoning Information and Map Access System) 参
照した。入手先〈http://zimas.lacity.org/〉(参照 2008-3) 
注 3) CRA のウェブサイト参照, 入手先
147 
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/index.cfm〉, (参照 2008-3)、本論文
に関連する再開発計画は文献 12-15 を参照。 
注 4) CRA のウェブサイト参照, 入手先
〈http://www.crala.org/internet-site/Projects/index.cfm〉, (参照 2008-3) 
注 5) ロサンゼルス市のウェブページ, City of Los Angeles, Office of the Mayor, All 
Housing Development:Developer Regulatory Incentives 参 照 。 入 手 先
〈http://labt.lacity.org/labt_prog_housing.htm#all_housing〉, (参照 2009-10)。ア
フォーダブル住宅インセンティブ・プログラムは 5 以上の住戸をもつ住宅に適用でき、
アフォーダブル住戸を含むことによって規定の住戸数に対し 25％の住戸割増の他に駐車
場台数の緩和が認められる。 
注 6) 文献 13, pp.24-26 
注 7) 図１参照。 
注 8) 文献 18 によると 1989 年に市のゾーニングが大きく変わった。竣工年から MN1、MN2
は 1989 年以前のゾーニングに従ったと思われる。 
注 9) 回廊状の中廊下型を表 6-1 では回廊型とした。 
注 10) City of Los Angeles: 2008 LA Amendment for Building Code, p.169, 入手先
〈http://www.ladbs.org/permits/codes.htm〉, (参照 2009-9-21)  
注 11) MN5 について Abhijeet D. Mankar, Johnson Fain Architects の 2009.7.23 電子メ
ール、MN6 について Thomas P. Cox, Thomas P. Cox Architects の 2009.6.24 電子メール
による。 
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７章では、移民や所得格差から生じる外国人や低所得者人口の増大によってアフォーダ
ブル住宅不足が世界規模で深刻化することが予想される中、欧米主要国とともに新自由主
義経済を推し進め、グローバリゼーションの影響を受けている国の１つである日本におい
て、移民と所得格差がどのような住宅問題を引き起こしつつあるのかを明らかにする。そ
してグローバリゼーションの影響下で世界共通化するアフォーダブル住宅不足問題に対し、
民間主体のミックスト・インカム住宅開発によるアフォーダブル住戸供給手法の有用性に
ついて論ずる。 
日本では 2005 年に人口が初めて減少に転じ、2016 年には世帯数も減少に転じると予測さ
れている。さらに 2007 年に 65 歳以上の人口が 21％を超え、超高齢化社会に突入した。そ
のような状況下で、労働力不足や福祉の財政支出の削減等が大きな課題となっている。日
本政府はこれまでも労働力不足に対し移民の受け入れを緩和してきた。例えば、1990 年に
バブル経済による労働力不足から出入国管理及び難民認定法が改正され、日系 3 世まで就
労資格が与えられたため、日系ブラジル人、日系ペルー人を中心に移民が増加した 1)。また
2000 年の日印グローバルパートナーシップの締結により、インド人 IT 技術者の入国条件の
緩和が行われ、インド人 IT 技術者の移民が増加した 2)。第 1 章、表 1-1 において日本にお
ける外国人の割合は、1995 年に 1.1％、2007 年に 1.7％と、増加率は 12 年で約 1.5 倍だっ
たが、今後も移民の数は増えていくと考えられる。 
 実際、日本における移民の数に関して稲葉佳子他 3)によると、日本の外国人登録者は 2008
年末で 221 万人を超え、その 80％は 1980 年代以降に来日したニューカマーと呼ばれる外国
人で、在留資格を有する人は全体の 65.5％に上っている。また外国人の定住化、すなわち
移民が増加するにつれ、民間賃貸住宅以外に、公営住宅や都市再生機構の賃貸住宅（UR 賃
貸住宅）に住む外国人が増えている。公営住宅に住む外国人は、1995 年 12,379 世帯から
2005 年 38,886 世帯へ 3倍以上の増加、UR賃貸住宅は 1995年 3,078世帯から 2005年 25,050
世帯へ 8 倍以上の増加がみられ、外国人の公営・公的住宅への入居が急速に進んでいるこ
とが示された。 
153 
さらに所得によって公的補助が受けられる公営・公的住宅に、移民だけでなく、景気低
迷、高齢者の増加、所得格差等で所得が減った人々の入居希望も急増している。2008 年に
おける全国の住宅総数 5,760 万戸の内、公営住宅は 218.4 万戸あり、その割合は 4％にも満
たない 4)。国土交通省資料 5)によると 2006 年度の全国の公営住宅の募集戸数約 97,000 戸に
対し約 93 万人が応募、その応募倍率は約 9.6 倍で、特に東京都では応募倍率が 34.3 倍と
高倍率であった。また入居待ちは全国で 83 万人を超え、公営住宅に入居することは極めて
難しいことが分かる。そのため年収 200 万円以下の低所得者（2009 年平均年間給与 406 万
円の 50％以下）が 2005 年の 981 万人から 2009 年の 1,099 万人に増加している 6)にも関わ
らず、437 万世帯にものぼる年収 200 万円以下の低所得者世帯の内、公営住宅に入居してい
る低所得者世帯は 97 万世帯にとどまり、残りの 340 万世帯は民間借家に入居せざるを得な
い状況となっている 7)。しかし日本では効果的な低所得者向け住宅政策があまりなく、財政
支出の削減で新規に公的住宅を建設するのも難しいため、政府や地方自治体はこの状況に
対応できていない。以上のことから、移民や所得格差の問題から今後深刻化すると思われ
るアフォーダブル住宅不足問題に対し、所得に応じた適正家賃で入居できるアフォーダブ
ル住宅の整備が課題になると思われる。 
 既往研究ではアメリカの都市、例えばニューヨーク市やシカゴ市などで市の住宅公社が
市のプログラムによって積極的にミックスト・インカム住宅建設に関わっている。一方、
ロサンゼルス市は市のアフォーダブル住宅プログラムがほとんどない上、低所得者向け政
策の財政が困窮し、全米第２の都市で低賃金労働者が多いにもかかわらずアフォーダブル
住宅への支出は低いレベルにとどまっている。そのため市主導でミックスト・インカム住
宅開発を行うことが困難となっている。 
本論文におけるロサンゼルス市のミックスト・インカム住宅は、民間営利開発業者が主
体となっている開発が多い。日本を含め世界共通化する住宅不足問題に対してロサンゼル
ス市で行われているミックスト・インカム住宅開発は民間が利潤を得ながら参入すること
ができ、財政難や政策転換で国や地方自治体が対応しきれていないアフォーダブル住戸不
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足問題に、民間力をもって継続してアフォーダブル住戸を増やしてゆくことができること
から、本論文における民間営利開発業者のミックスト・インカム住宅によるアフォーダブ
ル住戸供給手法の有用性は高いと言える。 
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 終章では各章のまとめを行う。 
１章ではグローバリゼーションの影響により 1990 年代以降、日本と欧米主要国のすべて
の国々で外国人の割合が高く、移民が増加傾向にあること、また最も所得格差の大きい国
はアメリカで、その他の国々でもフランスを除き 1984 年以降、所得格差が大きくなってい
ることが分かった。上記の社会背景から日本と欧米主要国は財政支出が削減される中、貧
困問題とそこから派生する住宅不足問題への対応が求められ、1970 年代頃から低所得者向
けに限定された「残余化」へ住宅政策転換し、1980 年代以降、新自由主義的な住宅政策へ
と歩調を合わせていることが分かった。そして新自由主義経済とグローバル化により移民
増加や貧困の問題が顕在化し、住宅政策において類似傾向にある日本と欧米主要国でアフ
ォーダブル住宅不足が共通の課題となっていることが明らかになった。 
２章では既往研究をもとに、所得格差が大きく貧困問題が深刻なアメリカがアフォーダ
ブル住宅不足問題への対応策として力を入れているミックスト・インカム住宅に着目し、
住宅政策史におけるミックスト・インカム住宅の歴史を明らかにした。そしてミックスト・
インカム住宅の種類や開発方法の類型化を行い、長所・短所を考察した。 
３章では２章において行ったアメリカ全土における主なミックスト・インカム住宅の予
備調査から、アメリカの中でも移民の割合が高く、深刻なアフォーダブル住宅不足問題を
抱えているロサンゼルス市のミックスト・インカム住宅開発に着目し、市の概況、市が抱
える住宅問題とその施策を明らかにした。それらを踏まえ、ロサンゼルス市の中で調査対
象地域として定めたセントラル・シティとセントラル・シティ・ウエストの 2007 年時点に
おけるミックスト・インカム住宅について調査し、概要を明らかにした。 
４章では３章において調査したロサンゼルス市のミックスト・インカム住宅開発のファ
ンドに着目し、かつて資金繰りが困難だったミックスト・インカム住宅開発は連邦政府の
免税債によるファンドが利用しやすくなったことで、ミックスト・インカム住宅開発の資
金調達が容易になり、民間営利開発業者が参入しやすくなったことが分かった。そして調
査対象地域では 2004 年を境に、民間営利開発業者が CRA ローンを利用する開発手法から免
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税債を利用する開発手法へ移行していることが分かった。そしてファンドの適用条件はミ
ックスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸比率、所得制限、契約期限に影響を与え、
調査対象地域内ではそれぞれ 20％、50％AMI、55 年に設定された開発手法が一般的となっ
ていることが分かった。このファンドの適用条件は市の抱えるアフォーダブル住宅不足問
題に貢献している。 
５章ではミックスト・インカム住宅の地理的位置を調査し、立地がアフォーダブル住戸
比率に影響し、市場価格住宅の多い場所にミックスト・インカム住宅が多く、それが建物
内だけでなく、地域レベルで異なる所得階層が混在する状況を生み、貧困が集中していな
いことが分かった。また建物評価額からミックスト・インカム住宅の建物の資産価値は市
場価格住宅に比べ高く、良質な住戸ストックとなること、現地調査からアフォーダブル住
戸入居者の居住環境、維持管理も良好であり、アフォーダブル住宅単独の時よりもアフォ
ーダブル住戸入居者の居住環境が改善されていることが分かった。これらの調査からミッ
クスト・インカム住宅のアフォーダブル住戸供給手法としての可能性が認められた。 
６章では民間営利開発業者によるミックスト・インカム住宅開発に広く利用されている
市のインセンティブ（規制緩和）である住戸密度割増に着目し、住戸密度割増が住戸配置
の効率化を促し、階数、基準階平面型、界壁に対し影響を与えていることが明らかになっ
た。そしてそれらの影響によって、低中層建物を生かした良好な居住環境が形成され、多
様化した住戸平面は入居希望者の間取りの選択肢を広げていることが分かった。そのため
本論文においてアメリカ、ロサンゼルス市の調査対象地域のミックスト・インカム住宅に
よるアフォーダブル住戸供給手法は有効であると言える。 
７章ではグローバリゼーションの影響を受けている日本において、移民や低所得者層の
増加にともない、公営住宅や UR 住宅への入居希望者が急増している。そのため今後、ア
フォーダブル住戸不足が深刻化することが予測される。この問題は日本だけに限らず同じ
くグローバル化が進んでいる欧米主要国が抱える共通の課題となっている。その世界共通
の住宅不足問題に対してアメリカが行っているミックスト・インカム住宅開発は民間が参
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入することができ、国や地方自治体が対応しきれていないアフォーダブル住戸不足問題に
民間力をもってアフォーダブル住戸を増やしてゆくことができることから、本論文におけ
る民間営利開発業者のミックスト・インカム住宅によるアフォーダブル住戸供給手法の有
用性は高いと言える。 
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